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＜ 会計別 予算額 ＞          （単位：千円、 ％）

本年度予算額 前年度予算額 比較増減額 増減率

65,334,737 66,248,200 △ 913,463 △ 1.4

33,181,075 36,961,199 △ 3,780,124 △ 10.2

土地取得事業特別会計 400,000 400,000 0 0.0

同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計 20,979 25,074 △ 4,095 △ 16.3

国民健康保険事業特別会計 14,902,408 18,376,471 △ 3,474,063 △ 18.9

後期高齢者医療事業特別会計 1,899,739 1,852,550 47,189 2.5

介護保険事業特別会計 15,707,622 15,915,723 △ 208,101 △ 1.3

社会福祉授産事業特別会計 0 33,686 △ 33,686 皆  減

駐車場事業特別会計 137,643 245,852 △ 108,209 △ 44.0

武石診療所事業特別会計 112,684 111,843 841 0.8

17,688,698 17,522,106 166,592 1.0

真田有線放送電話事業会計 58,633 56,033 2,600 4.6

　　収益的支出 46,170 46,166 4 0.0

　　資本的支出 12,463 9,867 2,596 26.3

産婦人科病院事業会計 681,766 670,318 11,448 1.7

　　収益的支出 656,236 643,374 12,862 2.0

　　資本的支出 25,530 26,944 △ 1,414 △ 5.2

水道事業会計 4,975,578 4,575,747 399,831 8.7

　　収益的支出 2,682,640 2,645,138 37,502 1.4

　　資本的支出 2,292,938 1,930,609 362,329 18.8

公共下水道事業会計 9,637,587 9,925,791 △ 288,204 △ 2.9

　　収益的支出 5,422,889 5,682,181 △ 259,292 △ 4.6

　　資本的支出 4,214,698 4,243,610 △ 28,912 △ 0.7

農業集落排水事業会計 2,335,134 2,294,217 40,917 1.8

　　収益的支出 1,417,899 1,464,511 △ 46,612 △ 3.2

　　資本的支出 917,235 829,706 87,529 10.5

116,204,510 120,731,505 △ 4,526,995 △ 3.7

16,948,299 16,795,755

平成 30 年度   上田市 当初予算 の 概要
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１  歳     入          （単位：千円、％）

1 市 税 20,702,070 31.7 20,712,315 31.3 △ 10,245 0.0

2 地 方 譲 与 税 540,001 0.8 510,001 0.8 30,000 5.9

3 利 子 割 交 付 金 25,000 0.0 12,000 0.0 13,000 108.3

4 配 当 割 交 付 金 55,000 0.1 50,000 0.1 5,000 10.0

5 株式等譲渡所得割交付金 35,000 0.1 30,000 0.0 5,000 16.7

6 地 方 消 費 税 交 付 金 3,000,000 4.6 2,800,000 4.2 200,000 7.1

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 18,000 0.0 18,000 0.0 0 0.0

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 120,000 0.2 100,000 0.2 20,000 20.0

9 地 方 特 例 交 付 金 90,000 0.1 70,000 0.1 20,000 28.6

10 地 方 交 付 税 14,230,060 21.8 14,500,000 21.9 △ 269,940 △ 1.9

11 交通安全対策特別交付金 25,000 0.0 27,000 0.0 △ 2,000 △ 7.4

12 分 担 金 及 び 負 担 金 556,154 0.9 552,240 0.8 3,914 0.7

13 使 用 料 及 び 手 数 料 1,537,655 2.4 1,573,190 2.4 △ 35,535 △ 2.3

14 国 庫 支 出 金 6,168,088 9.4 6,623,369 10.0 △ 455,281 △ 6.9

15 県 支 出 金 3,560,544 5.5 3,462,635 5.2 97,909 2.8

16 財 産 収 入 209,814 0.3 214,103 0.3 △ 4,289 △ 2.0

17 寄 附 金 95,002 0.1 130,003 0.2 △ 35,001 △ 26.9

18 繰 入 金 1,926,924 2.9 1,877,416 2.8 49,508 2.6

19 繰 越 金 1,000,000 1.5 1,300,000 2.0 △ 300,000 △ 23.1

20 諸 収 入 6,894,825 10.6 7,459,328 11.3 △ 564,503 △ 7.6

21 市 債 4,545,600 7.0 4,226,600 6.4 319,000 7.5

65,334,737 100.0 66,248,200 100.0 △ 913,463 △ 1.4

平 成 30 年 度 上 田 市 一 般 会 計 予 算 額　

増減率比較増減額
款

構成比 構成比本年度予算額 前年度予算額
歳      入

歳    入    合    計

市    税 

31.7% 

譲与税等 

1.2% 

地方消費税 

4.6% 

特例交付金 

0.1% 

地方交付税 

21.8% 

国庫支出金 

9.4% 

県支出金 

5.5% 

諸 収 入 

10.6% 

市   債 

7.0% 

そ の 他 

8.1% 

平成30年度予算総額 
653億3,473万円 

 
※譲与税等 
 地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所
得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付
金、交通安全対策特別交付金 
 
※その他 
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２  歳     出 （目的別）          （単位：千円、％）

1 議 会 費 388,392 0.6 379,771 0.6 8,621 2.3

2 総 務 費 7,164,494 11.0 7,177,721 10.8 △ 13,227 △ 0.2

3 民 生 費 21,965,112 33.6 21,960,038 33.1 5,074 0.0

4 衛 生 費 4,057,531 6.2 3,986,891 6.0 70,640 1.8

5 労 働 費 260,062 0.4 260,999 0.4 △ 937 △ 0.4

6 農 林 水 産 業 費 2,752,676 4.2 2,921,238 4.4 △ 168,562 △ 5.8

7 商 工 費 5,370,143 8.2 5,759,980 8.7 △ 389,837 △ 6.8

8 土 木 費 8,795,046 13.5 8,742,033 13.2 53,013 0.6

9 消 防 費 1,930,284 2.9 1,932,101 2.9 △ 1,817 △ 0.1

10 教 育 費 4,507,682 6.9 5,412,005 8.2 △ 904,323 △ 16.7

11 公 債 費 8,043,315 12.3 7,615,423 11.5 427,892 5.6

12 予 備 費 100,000 0.2 100,000 0.2 0 0.0

65,334,737 100.0 66,248,200 100.0 △ 913,463 △ 1.4歳    出    合    計

増減率
款

歳      出
本年度予算額 前年度予算額 比較増減額

※その他・・・議会費、労働費、消防費、予備費

構成比 構成比

総務費 

11.0% 

民生費 

33.6% 

衛生費 

6.2% 
農水費 

4.2% 

商工費 

8.2% 

土木費 

13.5% 

教育費 

6.9% 

公債費 

12.3% 

その他 

4.1% 

≪参考≫　当初予算額の推移　(一般会計)
(単位：億円)

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

599.2 610.6 607.0 641.4 638.0 656.9 655.5 727.5 675.2 715.9 686.7 662.5 653.3

※H22、H26、H30は骨格予算編成。

平成30年度予算総額 
653億3,473万円 
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３  歳     出 （性質別）
         （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

 人     件     費 10,168,857 15.6 10,144,726 15.3 24,131 0.2

 扶     助     費 10,842,831 16.6 11,295,625 17.0 △ 452,794 △ 4.0

 公     債     費 8,043,285 12.3 7,615,418 11.5 427,867 5.6

小           計 29,054,973 44.5 29,055,769 43.8 △ 796 0.0

 普通建設事業費 3,955,457 6.0 3,881,855 5.9 73,602 1.9

      補助事業費 983,428 1.5 1,253,396 1.9 △ 269,968 △ 21.5

      単独事業費 2,750,448 4.2 2,360,269 3.6 390,179 16.5

      その他 221,581 0.3 268,190 0.4 △ 46,609 △ 17.4

 災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

      補助事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

      単独事業費等 0 0.0 0 0.0 0 －

 失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

小           計 3,955,457 6.0 3,881,855 5.9 73,602 1.9

 物     件     費 9,410,016 14.4 9,602,075 14.5 △ 192,059 △ 2.0

 維 持 補 修 費 715,161 1.1 737,643 1.1 △ 22,482 △ 3.0

 補  助  費  等 11,873,749 18.2 11,950,099 18.0 △ 76,350 △ 0.6

 積     立     金 83,828 0.1 195,989 0.3 △ 112,161 △ 57.2

 投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 －

 貸     付     金 6,161,800 9.4 6,664,200 10.1 △ 502,400 △ 7.5

 繰     出     金 3,979,753 6.1 4,060,570 6.1 △ 80,817 △ 2.0

 予     備     費 100,000 0.2 100,000 0.2 0 0.0

小           計 32,324,307 49.5 33,310,576 50.3 △ 986,269 △ 3.0
 

65,334,737 100.0 66,248,200 100.0 △ 913,463 △ 1.4合                    計
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４  市 税 の 内 訳          （単位：千円、％）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比較増減額 増減率

個 人 市 民 税 7,338,019 35.4 7,201,214 34.8 136,805 1.9

法 人 市 民 税 1,725,000 8.3 1,605,000 7.8 120,000 7.5

固 定 資 産 税 9,040,000 43.7 9,260,000 44.7 △ 220,000 △ 2.4

国有資産等所在市町村交付金 75,000 0.4 70,000 0.3 5,000 7.1

軽 自 動 車 税 485,000 2.3 465,000 2.2 20,000 4.3

市 た ば こ 税 930,000 4.5 980,000 4.7 △ 50,000 △ 5.1

鉱 産 税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

入 湯 税 42,050 0.2 42,100 0.2 △ 50 △ 0.1

都 市 計 画 税 1,067,000 5.2 1,089,000 5.3 △ 22,000 △ 2.0

20,702,070 100.0 20,712,315 100.0 △ 10,245 0.0市    税    合    計

市                  税 備考

・観光施設整備、観光振興事業、環境衛
生施設整備、消防施設等の整備事業費
に充当

・都市計画事業（街路、公園、下水道）及
び都市計画事業にかかる地方債の償還
に充当

個人市民税 

35.4% 

法人市民税 

8.3% 

固定資産税 

43.7% 

国有資産等所在市町村

交付金 

0.4% 

軽自動車税 

2.3% 

市たばこ税 

4.5% 

鉱産税 

0.0% 

入湯税 

0.2% 

都市計画税 

5.2% 

平成30年度 市税 

  207億207万円 
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５  歳出予算 款別対前年度増減内容

議員報酬・手当 10,065

市庁舎改修・改築事業 228,296 上田市長・市議選運営事業費 △ 124,274
長野県知事選挙費 65,487 減債基金積立金 △ 100,000
公有財産管理事業費 26,519 交流文化芸術センター管理運営事業費 △ 70,743
武石地域総合センター整備事業 25,390 共同集会施設新設改修補助金 △ 52,051
長野大学運営費交付金 23,403 退職手当 △ 46,550
保育所建設事業費 459,069 臨時福祉給付金等給付事業費 △ 505,036
自立支援給付事業費 167,549 介護保険事業特別会計繰出金 △ 55,309
放課後児童クラブ運営事業費 37,160 民間保育所運営事業費 △ 47,711
長野県後期高齢者医療広域連合負担金 26,197 児童扶養手当支給事業費 △ 40,193
保育所管理運営事業費 24,044 児童手当支給事業費 △ 47,057
民間保育所助成事業費 17,814 社会福祉授産事業特別会計繰出金 △ 23,557
最終処分場管理事業 49,355 予防接種事業 △ 47,099
産婦人科病院会計補助金 9,887 一部事務組合負担金 △ 19,228
後期高齢者健診事業 4,103 広域連合負担金（クリーンセンター、清掃費負担金） △ 10,294

多面的機能支払交付金事業 30,931 農山漁村振興交付金事業（奈良尾地区） △ 48,030
県営中山間地域総合整備事業（美の郷地区） 24,074 県営農村地域防災減災事業（地域ため池総合整備）西塩田地区 △ 52,511
農林漁業体験実習館管理運営事業 12,282 農村地域防災減災事業（上田地区） △ 26,140
県営かんがい排水事業（菅平地区） 11,018 森林整備推進事業費 △ 22,032
県営農村地域防災減災事業（地震対策ため池防災工事） 10,109 市営自然災害防止事業（堀越堰地区） △ 28,200
菅平地区振興施設整備事業 46,708 中小企業金融対策事業 △ 504,540

観光宣伝事業 △ 83,368
観光施設管理事業 △ 24,544
商業振興事業 △ 11,930

インフラ長寿命化修繕事業 295,500 上田橋中島線整備事業（皆減） △ 47,000
廃止路線代替バス運行補助事業 36,230 古舟側道６号線整備事業（皆減） △ 70,000

小牧４号線整備事業（皆減） △ 89,000
中野小泉ＢＰ整備事業 △ 80,000
神科台排水路整備事業 △ 20,000

広域連合負担金(消防費) 31,927 消防団車両整備事業 △ 32,240

市民の森管理事業 11,768 第三中学校改築事業 △ 197,860
幼稚園管理運営事業 7,589 第四中学校改築事業 △ 174,435
第二学校給食センター管理運営事業 5,672 西部公民館整施設備事業 △ 130,000
真田体育館管理事業 5,350 川西小学校改築事業 △ 118,140

本原小学校改築事業 △ 87,000
教育用コンピュータ等整備運営事業 △ 84,075

市債元金償還金 599,050 市債利子償還金 △ 171,183
（うち、市民債一括償還分500,000千円）

12 予　　備　　費 100,000 0 0.0

65,334,737 △ 913,463 △ 1.4

△ 937

10

11 公     債     費 8,043,315

教     育     費 4,507,682

△ 168,562

△ 0.1

8,621 2.3

消     防     費 1,930,284 △ 1,817

商     工     費

8,795,046 0.6

△ 6.8

△ 0.4

△ 389,8375,370,143

53,013

2,752,676

260,062

本年度予算額

388,392

4,057,531

1

款

21,965,112

7,164,494

議     会     費

4 衛     生     費

2 総     務     費

（単位：千円）

70,640

主   な   増   減   要   因 （増減額）            増減率

1.8

5,074

△ 13,227 △ 0.2

0.0

比較増減額

△ 5.8

歳    出    合    計

3 民     生     費

5 労     働     費

6

8 土     木     費

農林水産業費
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5.6427,892

△ 904,323 △ 16.7
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６  歳出予算 性質別対前年度増減内容

長野県知事選挙費 32,389 退職手当 △ 46,550
勤勉手当 12,938 上田市長選挙・上田市議会議員一般選挙運営事業費 △ 27,953
一般職員給与 12,125
市庁舎改修・改築事業 78,026 上田市長選挙・上田市議会議員一般選挙運営事業費 △ 62,678
インフラ長寿命化修繕事業（橋梁点検等） 55,000 交流文化芸術センター管理運営事業費 △ 65,220
長野県知事選挙費 32,648 小中学校教育用大型モニター等配備事業 △ 47,465
放課後児童クラブ運営事業費 36,977 予防接種事業 △ 47,037
保育所管理運営事業費 24,513 農村地域防災減災事業（上田地区） △ 26,020

臨時福祉給付金等給付事業費（事務
費）

△ 20,596
農林漁業体験実習館管理運営事業 9,800 自然運動公園管理事業 △ 21,828
小中学校施設整備事業 9,403 丸子文化会館管理運営事業費 △ 11,200
自立支援給付事業費 160,000 臨時福祉給付金等給付事業費 △ 480,000
福祉医療費給付事業費 16,497 児童手当支給事業費 △ 47,780
広域連合負担金(消防費) 31,927 観光宣伝事業 △ 79,935
廃止路線代替バス運行補助事業 36,230 上田市長選挙・上田市議会議員一般選挙運営事業費 △ 33,226
多面的機能支払交付金事業 29,633 ふるさと上田応援寄附金推進事業（記念品） △ 28,400
後期高齢者医療制度医療費負担金 26,197 森林整備推進事業費 △ 22,032
長野大学運営費交付金 23,403 一部事務組合負担金 △ 19,228
戸籍住民基本台帳事務費 11,911 広域連合負担金（クリーンセンター、清掃費負担金） △ 10,294
除雪機械整備事業（真田） 30,000 市道新設改良事業 △ 190,000
民間保育所助成事業費 22,290 農山漁村振興交付金事業（奈良尾地区） △ 45,130
新参町線無電柱化事業 16,000 川西小学校改築事業 △ 37,911
第三中学校改築事業 11,217 第四中学校改築事業 △ 36,435

公園長寿命化修繕事業 △ 20,200
農業基盤整備促進事業（塩田地区） △ 10,974
農山漁村地域整備交付金効果促進事業 △ 8,410

保育所建設事業費 459,766 第三中学校改築事業 △ 207,857
市道新設改良事業 197,400 第四中学校改築事業 △ 137,325
（うち、インフラ長寿命化修繕事業196,000千円） 西部公民館施設整備事業 △ 130,000
市庁舎改修・改築事業 157,634 共同集会施設新設改修補助金 △ 52,051
菅平地区振興施設整備事業 38,319 川西小学校改築事業 △ 49,089
武石地域総合センター整備事業 20,390 上田城跡公園体育施設管理事業 △ 44,000
農地保全対策事業（荻窪バイパス関連農道整備事業坊守地区） 8,500 消防団車両整備事業 △ 31,922

県営土地改良事業 △ 26,859
道路整備事業負担金 △ 14,100
減債基金積立金 △ 100,000
地域振興事業基金積立金（利子積立） △ 13,173
中小企業金融対策事業 △ 500,000
上田市医師確保修学資金等貸付金 △ 2,400

介護保険事業特別会計繰出金 △ 55,309
社会福祉授産事業特別会計繰出金 △ 23,557

市債元金償還金 599,050 市債利子償還金 △ 171,183

65,334,737 △ 913,463 △ 1.4

9

8
普 通 建 設 費

（その他）

10

△ 17.4

6
普 通 建 設 費

（補助）

390,179

221,581 △ 46,609

7
普 通 建 設 費

（単独）

△ 269,968983,428

2,750,448

比較増減額本年度予算額

10,842,831

性質

3 維 持 補 修 費 715,161

△ 452,7944 扶     助     費

24,131

△ 22,482

10,168,8571 人     件     費

△ 192,0592 物     件     費 9,410,016

歳    出    合    計

12 繰     出     金

14

13 公     債     費

5 補  助  費  等

そ     の     他 100,000

6,161,800

83,828

11

0

11,873,749

△ 80,817

△ 502,400貸     付     金

積     立     金

0 0

△ 112,161

△ 76,350

8,043,285

3,979,753

427,867

投 資 出 資 金

0.0

△ 57.2

主   な   増   減   要   因  　（増減額）                   （単位：千円）

△ 2.0

増減率

5.6

0.2

△ 3.0

△ 2.0

△ 4.0

△ 0.6

16.5

△ 21.5

△ 7.5

―
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議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農水費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 予備費

１　自治・協働・行政 5,459,686 5,459,686

２　自然・生活環境 14,580,272 70,269 3,000 2,509,085 1,280,269 8,787,365 1,930,284

３　産業・経済 7,110,293 260,062 1,472,407 5,370,143 7,681

４　健康・福祉 23,774,126 21,962,112 1,548,446 263,568

５　教育 3,981,743 3,981,743

６　文化・交流・連携 1,112,337 849,966 262,371

共通・その他 9,316,280 388,392 784,573 8,043,315 100,000

計 65,334,737 388,392 7,164,494 21,965,112 4,057,531 260,062 2,752,676 5,370,143 8,795,046 1,930,284 4,507,682 8,043,315 100,000

土地特会 同住特会 国保特会
後期高齢

者
介護特会

駐車場特
会

武石診療
所

１　自治・協働・行政

２　自然・生活環境 158,622 20,979 137,643

３　産業・経済

４　健康・福祉 32,622,453 14,902,408 1,899,739 15,707,622 112,684

５　教育

６　文化・交流・連携

共通・その他 400,000 400,000

計 33,181,075 400,000 20,979 14,902,408 1,899,739 15,707,622 137,643 112,684

真田有線
事業会計

産婦人科病院
事業会計

水　　　道
事業会計

公共下水道
事業会計

農業集落排水
事業会計

１　自治・協働・行政 58,633 58,633 5,518,319

２　自然・生活環境 16,948,299 4,975,578 9,637,587 2,335,134 31,687,193

３　産業・経済 7,110,293

４　健康・福祉 681,766 681,766 57,078,345

５　教育 3,981,743

６　文化・交流・連携 1,112,337

共通・その他 9,716,280

計 17,688,698 58,633 681,766 4,975,578 9,637,587 2,335,134 116,204,510

一般会計

特別会計

企業会計

（単位：千円）

総合計

７　平成３０年度当初予算　総合計画の施策体系別予算額

１ 自治・協働・行政 

4.7% 
２ 自然・生活環境 

27.3% 

３ 産業・経済 

6.1% 

４ 健康・福祉 

49.1% 

５ 教育 

3.4% 

６ 文化・交流・連携 

1.0% 
共通・その他 

8.4% 
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８　重点分野及び地方創生事業の状況

（1）　重点分野　（市政の重要課題として、重点的に財源配分を行う分野） （単位：千円）

〔循環型社会〕

※事業費は、主な施策の集計値。個々の事業については、主な施策を参照のこと。

（2）　上田市まち・ひと・しごと創生総合戦略　 （単位：千円）

150,834

  ④ひと・地域の輝き戦略 905,588

  ③訪れたい・住みたいうえだ戦略

277,916

3,697,665

ＵＩＪターンと地域若者等定住就職支援事業、農業次世代人材投資資金交付事業、6次産業化推進事業、
販路拡大支援事業補助金、産金学官連携推進事業補助金、ブランディング支援事業補助金

まちなかキャンパス運営事業、長野大学関係事業、結婚新生活支援事業、福祉医療費給付事業、高校生
を対象とした給付型奨学金支給事業、ＩＣＴ学習環境整備促進事業

国際キャンプ地等誘致推進事業、広報シティプロモーション推進事業、中心市街地活性化拠点管理運営
事業、上田市歴史文化基本構想策定事業、総合型地域スポーツクラブ支援事業

  ①上田で働きたい戦略

  ②結婚・子育てしたい戦略

主な事業

住民自治組織支援事業、わがまち魅力アップ応援事業、健康幸せづくりプロジェクト事業、内科・小児科初
期救急センター管理運営事業、別所線再生支援事業

1,171,143

〔文化とスポーツ〕

〔学園都市〕

〔自然環境保全〕

事業費

　⑩自然環境の保全（自然エネルギーの利用、水・森林の保全など）

1,434,942

468,591

〔子育て・教育〕

〔健康・福祉〕

〔文化創造都市〕

6,300,327

887,796

308,198

事業費

〔安全・安心〕

〔地方創生〕

〔地域づくり〕

7,939,588

4,453,658

411,158

13,183,858

　①安全・安心のまちづくり（庁舎改修・改築、公共施設の耐震化など）

重点分野

　②「上田ブランド」を生かした地方創生の推進（創業者支援、新産業創出、6次産業化、交流・定住、シティプロモーションの推進など）

　③魅力ある地域づくりの推進（地域内分権の推進など）

　⑧文化とスポーツの融合（「世界の菅平高原」に向けた取組、国際交流の推進など）

　⑨学園都市づくり

　④子ども・子育て支援、未来を担う子どもたちの教育環境等の整備

　⑤健康・福祉の増進（地域医療の充実、健康幸せづくりプロジェクトなど）

　⑥循環型社会の形成（資源循環型施設建設に向けた取組、再資源化・ごみ減量化など）

　⑦文化創造都市づくり
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（3） 地方創生推進交付金事業 （単位：千円）

1 ものづくりコワーキング施設整備事業 3,000
製造業やＩＴ産業など、異分野の企業のマッチングによる新技術や新商品の創出を目的としたコワーキング施設
の運営補助

商工費

2 ものづくり企業相談体制整備事業 11,000 ものづくり企業からの相談体制を充実させるとともに、企業への支援を行う。 商工費

3 産官金連携推進事業 20,000
市内事業者が行う既存技術の応用や新技術の採用により事業の拡大に向けた取組に対し市内金融機関等の
融資と協調した補助を行う。

商工費

4 東信州連携産業振興事業 11,000
東信州エリアの市町村（東信州次世代産業振興協議会）と東信州次世代イノベーションセンターが連携し、同エ
リア内の企業を支援し地域産業の活性化及び新産業の創出を図る。

商工費

5 基幹産業支援体制整備事業 10,600 既存製造業の安定成長を図るため、市内３商工団体と連携した支援を行う。 商工費

55,600

1
ＵＩＪターンと地域若者等定住就職支援
事業

25,000
ＵＩＪターン希望者の就職相談に対し、就職情報、雇用マッチングの機会を提供するとともに、地域企業での職場
体験研修を実施する。
地域の就職困難な若年求職者を対象として基礎研修、職場体験研修を実施し、正規雇用を促進する。

労働費

2 子育て女性社会進出促進支援事業 3,000
子育て中の女性に対して早期社会復帰を支援する団体に対する運営補助（潜在的女性労働力の掘り起こし、
人材育成、提携企業との調整、受注業務の品質確認）

商工費

3 まちなかキャンパス運営事業 8,343
中心市街地の空き店舗を利用して、「まちなかキャンパス」を設置し、講座の開催などの運営を長野大学に委託
する。

総務費

36,343

1 健康幸せづくりプロジェクト事業 6,454
健幸都市の実現を目指した健康づくり事業を実施する。（健康づくりチャレンジポイント制度事業、全市民健幸
ウォーキング事業、インターバル速歩実践講座事業等）

衛生費

2 スポーツツーリズム推進事業 10,000
「菅平スポーツフィジカルセラピー協議会」が菅平高原への新たな誘客を目指して行う、スポーツツーリズム事
業の定着及び推進を支援する。

商工費

16,454

1 ブランディング支援事業 10,000
伝統工芸品や特産品の販路拡大、6次産業・農商工連携や異業種連携による商品開発や販路拡大の取り組み
を支援し、付加価値の創出と信州上田の知名度の向上を図る。

商工費

2 ６次産業化推進事業 4,500
「千曲川ワインバレー特区」の活用に向けて、生産基盤の整備と強化を図る。
うえだみどり大根等ブランド化の推進を図る。

農水費

14,500

122,897

小計

　エ　6次産業化等の推進による「信州上田」ブランド創出事業

小計

 合計

款

　ア　産官学金連携を核にしたものづくり産業の競争力強化事業

小計

　イ　住み良い街魅力アップ支援事業

小計

　ウ　菅平ブランドを核とした「健幸都市上田」実現のための総合型ビジネス創出事業

事業名 事業費 事業内容
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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 総額 12.4 億円

（歳出）社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費 総額 119.5 億円

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他
地方消費税交付金

（引上げ分） その他

障害者福祉費 3,405,725 2,521,242 552 205,949 677,982

老人福祉総務費 265,160 46,639 50,914 167,607

児童福祉総務費 2,617,335 2,215,309 10 93,667 308,349

母子福祉費 20,430 13,723 9 1,561 5,137

生活保護扶助費 1,199,000 908,725 26,701 61,411 202,163

小計 7,507,650 5,658,999 73,911 413,502 1,361,238

社会福祉総務費（国民健康保険事業） 1,189,260 608,457 135,322 445,481

老人福祉総務費（後期高齢者医療事業） 477,732 284,690 44,977 148,065

介護保険費 2,257,906 15,603 522,439 1,719,864

小計 3,924,898 908,750 702,738 2,313,410

疾病予防費 396,343 11,325 89,706 295,312

医療対策費 125,961 29,348 96,613

小計 522,304 11,325 119,054 391,925

11,954,852 6,567,749 85,236 1,235,294 4,066,573

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計

９　地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途内訳

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

議会費 自治・協働・行政 ☆  議員人件費 議会事務局 286,171 ○

政務活動費交付金 議会事務局 7,200 ○
・

総務費 自治・協働・行政 職員人件費 総務課 11,522,490 ○ 3 人 千円
○ 1,069 人 千円

41 人 千円
○ 121 人 千円
○ 千円

職員研修事業 総務課 19,070 ○
・
・
・

安全・安心 庁舎整備事業 真田地域振興課 7,500 ○

安全・安心 市庁舎改修・改築事業 庁舎整備室 275,982 ○
・ 本庁舎基本設計業務委託
・ オフィスレイアウト計画業務委託
・ 本庁舎実施設計施工支援業務委託
・ 仮庁舎改修工事、設計業務委託
・ 南庁舎耐震補強工事、工事監理　など

【債務負担行為】 (40,120) ○

安全・安心 ☆ * 武石地域振興課 31,390 ○
・

事       業       内       容

真田地域自治センター 庁舎外壁タイル改修工事

1,975,069

人材育成基本計画に基づく職員研修の実施

事      業      名

議長、副議長及び議員28人分の報酬、手当、 共済費（負担金）

議員一人当たり年額 240,000円（条例規定）
年額240,000円×30人

テーマ別特別研修
派遣研修

武石地域総合センター整備事
業

876,517

臨時職員

武石地域総合センター整備事業の実施に係る経費

本庁舎及び南庁舎の改修・改築に係る経費

階層別一般研修

嘱託職員 363,615

特別職 87,307
一般職 9,096,499
うち退職手当

地質調査、実施設計業務委託など

引き続き平成31年度に実施する本庁舎実施設計施工支援業務委託、
南庁舎耐震補強工事及び工事監理について、債務負担行為を設定す
る。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 自治・協働・行政 地域づくり 公文書館整備事業 総務課 6,149 ○
・

安全・安心 ◎ 公有財産管理事業 財産活用課 9,200 ○
・

安全・安心 丸子地域振興課 17,123 ○
・
・

文化・交流・連携 地方創生 政策企画課 317 ○

・

産業・経済 地方創生 地方創生総合戦略推進事業 政策企画課 154 ○

・

《地方創生推進交付金》
文化・交流・連携 学園都市 * まちなかキャンパス運営事業 政策企画課 8,343 ○

学園都市 * 長野大学運営費交付金 政策企画課 299,855 ○

大手二丁目地区測量事業

上田市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成27～3１年度）について、
各施策及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）を検証し、必要に応じて変更・追
加等の見直しを行う。

「上田地域定住自立圏共生ビジョン懇談会」を開催し、共生ビジョンの
推進等に関する意見聴取を行う。

市保有地が半分以上を占める地区で、地籍調査と同じ精度の測量
を行い、市の財産管理や活用及び今後のまちづくりに生かす。

地域と大学を結ぶ連携拠点として、市内4大学等の特色を活かした市
民向け講座などを開催し、中心市街地に賑わいと交流を創出する。

ファーストビルトイレ改修工事

公有財産の整備・改修等に係る経費
旧カネボウ導水管閉塞工事

委員報酬等

委員報酬等

公立大学法人長野大学に対して、交付税算定における基準財政需要
額を上限に運営費を交付する。

上田地域定住自立圏構想推進
事業

公文書館の整備に係る経費
丸子郷土博物館収蔵庫整理、収蔵予定公文書整理など
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 文化・交流・連携 地方創生 ☆ * 定住人口増加策推進事業 移住定住推進課 3,506 ○
・
・ 移住希望者向け体験ツアーの実施
・

地方創生 * 結婚等支援事業 移住定住推進課 2,646 ○ 縁結びプロジェクト委託
・
・
・ 結婚相談員向けセミナー

地方創生 * 結婚新生活支援事業補助金 移住定住推進課 2,400 ○

文化とスポーツ ☆ * 18,650 ○

・
・

文化とスポーツ * 文化スポーツ振興事業 交流文化 5,550 ○
スポーツ課

◎ ・
・

地方創生 * 5,267 ○

・

世帯所得が340万円未満の新婚世帯の新規の住宅取得又は賃貸費
用、結婚に伴う引越しに係る経費を一世帯24万円を上限に補助するも
の。

親世代向け婚活セミナー、情報交換会開催

定住人口増加策推進のための事業を実施する。
移住相談会への参加（旅費・ＰＲ実演、パンフレットの制作）

空き家バンクの運用

長野県ホストタウン事業負担金など

真田丸効果による知名度アップを活かし、上田の地域資源や魅力を
様々な機会・メディアを通じ、首都圏へプロモーションするための経費

首都圏に向けたＰＲ番組制作、放送

広報シティプロモーション推進
事業

国際キャンプ地等誘致推進事
業

国際キャンプ地
誘致推進室

広報シティプロ
モーション課

イタリアチーム親善試合観戦ツアーなど

2019年ラグビーワールドカップ、2020年東京オリンピック・パラリンピッ
クに向けた交流事業の経費の計上

イタリアとの文化交流事業

菅平高原キャンプ地誘致委員会負担金（広報・連携活動など）

2019年ラグビーワールドカップに向けたトレーニングキャンプとして、菅
平高原に訪れるイタリアチームを歓迎し、ワールドカップへの機運を醸
成する。

異業種交流によるセミナー
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 文化・交流・連携 広域連合負担金 政策企画課 211,243 ○
・ 115,557 千円
・ 企画費 6,161 千円
・ 1,990 千円
・ 87,535 千円

文化創造都市 信州国際音楽村管理運営事業 交流文化 32,235 ○
スポーツ課 ・ 32,235 千円

文化創造都市 丸子文化会館自主文化事業 丸子文化会館 2,574 ○
・

・ 開催時期：8月11日（予定）

文化創造都市 丸子文化会館施設整備事業 丸子文化会館 6,000 ○

文化創造都市 213,340 ○
・

文化創造都市 * 143,559 ○
・
・

【債務負担行為】 (140,000) ○

自然・生活環境 安全・安心 生活対策事業 生活環境課 800 ○

交流文化芸術センター管理事
業

交流文化芸術センター運営事業交流文化芸術センター運営事
業

テレビ、ラジオ等で活躍する名物先生が集まり、学校の授業とは一
味違う夢が膨らむオリジナル授業を開催する。

交流文化芸術センター管理事業
施設管理に要する光熱水費、委託料など

振り込め詐欺等の被害を防止するため、対策機能付電話機等の購入
に対する補助金（補助率1/2、上限5,000円）

会議室棟屋根改修工事

平成31年度の公演事業等について、債務負担行為を設定する。

広報・広聴等経費

上田地域広域連合

信州国際音楽村管理委託

創造館費

信州国際音楽村の管理運営に要する経費

親子で受ける「世界一ためになる授業」

運営経費

事業実施に係る報償費、広告料、委託料など
機関誌制作　など

交流文化芸術
センター

交流文化芸術
センター
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 自然・生活環境 安全・安心 ◎ 危機管理防災課 1,899 ○

安全・安心 危機管理防災課 1,968 ○
丸子地域振興課

真田地域振興課

武石地域振興課

安全・安心 東日本大震災被災者支援事業 危機管理防災課 1,500 ○
・ 1,500 千円

自治・協働・行政 電算業務管理運営事業 情報システム課 362,540 ○
・
・
・

文化・交流・連携 地方創生 * 地域おこし協力隊事業 移住定住推進課 33,338 ○
豊殿地域自治C

塩田地域自治C

川西地域自治C ・
武石地域振興課

・

☆ ・

商工課1名、丸子産業観光課2名

法改正等に伴うカスタマイズ

市内避難者支援事業

隊員1名につき400万円上限
（報酬等200万円上限+活動費200万円上限）

自主防災組織資器材購入補助
金

ネットワーク管理・セキュリティ対策

防災対策事業

特別交付税による財政支援あり

隊員の委嘱期間　概ね1年以上最長3年

配置予定9名
豊殿地域2名、塩田地域1名、川西地域1名、武石地域2名

募集に係る経費　200万円上限

自主防災組織が購入する防災用資器材に対し、購入に要する経費の
1/2以内（上限額50千円）の補助を行う。

東日本大震災の被災者を支援するための事業を実施する。

Ｊ-ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システム）の受信機を新型に更新する。

電算業務の管理運営経費

長野県セキュリティクラウド負担金　など

都市住民を地域に受け入れ、市が地域おこし協力隊に委嘱して地域
協力活動に従事してもらい、あわせてその定住・定着を図りながら、地
域の活性化に貢献してもらう。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 文化・交流・連携 地方創生 * 地域おこし協力隊事業（続き） 移住定住推進課 ・
豊殿地域自治C ・
塩田地域自治C ・
川西地域自治C

武石地域振興課

自治・協働・行政 地域づくり 旧式消防車展示事業 丸子地域振興課 495 ○

・

地域づくり 丸子地域振興課 723 ○

地域づくり * 地域振興対策事業 市民参加・ 9,500 ○
協働推進課
豊殿・塩田・川西

地域自治C

丸子・真田・武石

地域振興課

地域づくり ☆ * 住民自治組織支援事業 市民参加・ 39,000 ○
協働推進課
豊殿・塩田・川西

地域自治C

丸子・真田・武石

地域振興課

報酬・社会保険料
募集に係る経費（報償費、旅費、消耗品費、食糧費、負担金）

住民自治組織に、地域の裁量で予算の使途を決定できる交付金を交
付することによって、市民協働のまちづくりを推進する。

依田川リバーフロント市民協働
事業

旅費及び負担金

カネボウから寄贈され復活したオート三輪消防車（1955年式）及び四
輪ボンネット消防車（1956年式）のイベント出展及び管理に係る経費

地域内分権の確立のため、地域課題の掘起しや解決に向け、調査研究な
どに機敏に対応するための経費（※地域経営会議交付金を含む。）

隊員活動費（旅費、消耗品費、燃料費、自動車借上料、住宅借上
料、負担金など） ※商工課、丸子産業観光課の計3名の活動費
4,979千円（商工費、農水費）を含めて記載

自然環境の保全と人々が共生できる地域づくりの実現に向け、依田
川、内村川、千曲川流域全体のネットワークづくりや水辺環境の整備
などを行う。

地域協議会単位に1,000千円（住民自治組織未設立の中央地域のみ
1,500千円）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 自治・協働・行政 地域づくり * わがまち魅力アップ応援事業 市民参加・ 60,000 ○
協働推進課

・
・
・
・
・

810 ○
・

地域づくり 地域協議会運営事業 市民参加・ 12,018 ○
協働推進課
豊殿・塩田・川西 ・

地域自治C

丸子・真田・武石 ・
地域振興課

地域づくり ◎ 市民協働推進事業 市民参加・ 500 ○
協働推進課 ・

文化・交流・連携 地方創生 * ふるさと寄附金制度運営事業 移住定住推進課 95,000 ○

・ 43,200 千円
・ 3,508 千円
・ 48,292 千円

自治・協働・行政 情報システム課 77,376 ○

・ 人件費 36,207 千円
・

地域づくり人材育成事業

正副会長会

地域協議会の運営に要する経費

長野大学と連携し、住民自治組織のメンバー等を対象に実践的な講
座を実施する。

補助期間：5年以内

自治会や各種市民活動団体等が地域課題の解決や地域の活性化に
資するため自主的・主体的に取り組む事業に対して支援を行う。

募集時期：年3回（2月、6月、9月）

ふるさと上田応援基金積立金

広く全国からふるさと寄附を集め、上田市の発展に資する財源として
有効に活用する。

ポータルサイト使用料等

マルチメディア情報センター管
理運営事業

マルチメディア情報センターの管理運営経費

補助率：10/10以内

（委員報酬、講師謝礼、旅費等）

対象：自治会、地区連合会、市民活動団体

記念品代

補助限度額：2,000千円

人材育成事業費・情報発信
事業費、その他事業費

[事業管理運営委託(地域振興事業団へ)]

千円15,971

中央、西部、城南地域、神科・豊殿地域、塩田地域、川西地域、丸
子地域、真田地域、武石地域の９地域協議会

関連事業
わがまち魅力アップ応援事業事例集（平成29年度実施事業）の作成
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 自治・協働・行政 地域づくり 自治会関係事業 市民参加・ 65,846 ○
協働推進課

地域づくり 市民参加・ 46,158 ○
協働推進課
丸子地域振興課

真田地域振興課 ・
武石地域振興課 ・

・

・

・

地域づくり 62,173 ○

自然・生活環境 安全・安心 生活環境課 8,265 ○
丸子市民ｻｰﾋﾞｽ課

真田市民ｻｰﾋﾞｽ課

武石市民ｻｰﾋﾞｽ課

安全・安心 防犯灯電気料金補助金 生活環境課 16,863 ○
丸子市民ｻｰﾋﾞｽ課

真田市民ｻｰﾋﾞｽ課

武石市民ｻｰﾋﾞｽ課

安全・安心 県営水道料金差額補助金 市民課 18,438 ○
・
・
・

防犯灯補助金（新設・更新・撤
去）

コミュニティ活動等交付金

自治会が行う共同集会施設の新築・改修等に要する経費に対する補
助金

耐震補強
　上田地域　7自治会

自治会が行う地域環境整備活動及び防犯・防災活動その他のコミュニ
ティ活動に対する交付金

自治会が設置する防犯灯の新設、更新、ポール撤去に要する経費に
対する補助金
新設、更新：補助率　2/3以内
　　　　　　　　上限　電柱式25,000円、ポール式45,000円
ポール撤去：補助率　10/10以内、上限10,000円

広報等行政文書の配布等を自治会に委託する。

新築・全部改築

共同集会施設整備事業補助金

口径13㎜で、水道使用料2ヵ月で26㎥までの差額の補助

改築・改修

　真田地域　1自治会
　上田地域　1自治会

シロアリ被害ほか緊急改修
分

　上田地域　1自治会

　丸子地域　1自治会

　上田地域　1自治会

対象予定戸数：5,8１7戸

広報等配布事務等委託料

　真田地域　2自治会

県営水道給水地区に対する市営水道との料金格差分を助成する。

対象地区：塩田、川西地区に住民登録されている世帯

用地取得

防犯のために自治会が設置する防犯灯の電気料に要する経費に対
する補助金（補助率　１/2以内）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 自治・協働・行政 外国籍市民支援推進事業 市民課 5,243 ○

・

地域づくり 丸子地域振興課 6,709 ○

固定資産評価関連事業 税務課 19,264 ○
・
・

【債務負担行為】 (31,504) ○

市税等納付案内業務委託事業 収納管理課 4,400 ○

収納管理課 18,400 ○

・ 50 千円

・ 9,170 千円
・ 9,180 千円

各種選挙運営事業費 選挙管理 90,699 ○
委員会事務局 ・

・

・

上田市多文化共生推進協会委託料ほか

　（平成31年4月29日任期満了）

長野県知事選挙
平成30年度実施の選挙運営事業費

上田市別所温泉財産区議会議員一般選挙

　（平成30年8月31日任期満了）

処理件数割額

コミュニティセンター管理事業

長野県地方税滞納整理機構負
担金

固定資産評価に係る鑑定業務及び基礎資料等の整備
鑑定業務（土地下落修正等）

多文化共生のまちづくりを推進するため、多言語による情報提供・相
談業務や、交流イベント、外国人の子どもたちへの学習支援等を実施
する。

県内全ての市町村と県で構成する「長野県地方税滞納整理機構」へ
の負担金（上田市から高額困難案件90件を移管する。）

市税、国民健康保険税等で督促状発送後一定期間経過した滞納分に
ついて、電話等で納付案内を行う。

徴収実績割額

コミュニティセンター西内の運営（指定管理）

平成33年度固定資産評価替えに係る資料整備業務（土地）
引き続き平成31、32年度に実施する基礎資料整備業務について、債
務負担行為を設定する。

長野県議会議員一般選挙

　（平成30年6月6日任期満了）

基本負担額
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

総務費 自治・協働・行政 各種選挙運営事業費（続き） ・

・

・

・

・

【債務負担行為】 (4,854) ○

基幹統計等調査事業 8,512 ○
・ 46 千円

・ 1,165 千円

・ 7,196 千円

・ 33 千円

・ 14 千円

・ 58 千円

経済センサス基礎調査事業

学校基本調査
基幹統計調査等の実施

工業統計調査
住宅・土地統計調査事業

農林業センサス事業
統計調査員確保対策事業

　（平成31年3月25日任期満了）

　（平成31年2月5日任期満了）

長野県議会議員一般選挙のポスター掲示場作製、設置、撤去等につ
いて、平成31年度にまたがって実施するため、債務負担行為を設定す
る。

上田市東内財産区議会議員一般選挙

上田市長財産区議会議員一般選挙

上田市平井財産区議会議員一般選挙
　（平成31年2月5日任期満了）
上田市西内財産区議会議員一般選挙

広報シティプロ
モーション課

　（平成31年2月5日任期満了）

上田市武石財産区議会議員一般選挙
　（平成30年7月17日任期満了）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

民生費 健康・福祉 健康・福祉 10,515 ○ 各種団体活動支援事業費補助金
・ 部落解放同盟上田市協議会補助金　　　　　　　　　　7,300千円
・ 上田市人権啓発推進委員会補助金　　　　　　　　　　2,850千円
・ 上田人権擁護委員協議会上田支会補助金　　　　 　　365千円

健康・福祉 生活困窮者自立支援事業 福祉課

＜必須事業＞
健康・福祉 17,656 ○ 自立相談支援事業（国3/4）

健康・福祉 3,486 ○ 住居確保給付金（国3/4）

・

・ 平均家賃額42,000円×83件

＜任意事業＞

健康・福祉 4,690 ○ 就労準備支援事業（国2/3）

・ 対象者：ひきこもり等でハローワークに通えない人
・ 期　間：最長1年間とし、この間に就労に必要な支援を行う。

健康・福祉 3,351 ○ 家計相談支援事業（国1/2）

健康・福祉 1,452 ○ 学習支援事業（国1/2）

健康・福祉 80 ○ 一時生活支援事業給付金（任意事業　国2/3）

・ 20,000円×4件＝80千円

事      業      名 事       業       内       容

人権男女
共同参画課

人権関係団体活動支援事業費
補助金

生活習慣の形成訓練、社会的能力の習得、就労体験・技術習得の
一体的なプログラムにより安定就労を支援する。

住居のない生活困窮者に対して一定期間宿泊場所や衣食のあっせ
ん等を行う。

支給対象者等
離職後2年以内、65歳未満
支給期間：原則3か月（最長9か月）

生活困窮者自立支援法（平成27年4月施行）に基づき、次の事業を実施する。

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困
窮者に対し、自立相談支援事業を実施する。

離職により住宅を失った生活困窮者等に対し家賃相当の住居確保
給付金を支給する。

　家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付の斡旋等を行う。

貧困の世代間連鎖防止のため、生活保護受給者の生徒の学習指導
を行う。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 健康・福祉 上田市社会福祉協議会補助金 福祉課 121,252 ○ 社会福祉協議会の運営費（人件費、事業費等）の補助
・ 117,418 千円
・ 3,434 千円
・ 400 千円

健康・福祉 福祉委員報酬 福祉課 15,641 ○

・ 委員 35,400円

連絡調整員 42,500円
・ 平成30年12月～ 委員 59,000円

連絡調整員 70,920円
・ 委員 312人
・ 連絡調整員 22人

健康・福祉 地域ふれあい事業補助金 福祉課 30,416 ○

・ 30,000 千円
・ 200 千円
・ 216 千円相談事業

民生児童委員の活動に対して支給する活動費の市上乗せ分を見直
し、新たに設置した福祉委員に対して報酬を支払う。

地域活動助成金

福祉大会費

平成30年4月～30年11月

事業費分
人件費分

社会福祉協議会が行っている地域福祉活動、各種相談事業に対する
補助（花壇づくり等補助対象活動は多岐にわたる）

ふれあい事業補助（500円×60,000世帯）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 健康・福祉 ☆ * 福祉医療費給付事業 福祉課 807,497 ○

＜0歳～就学前＞通院・入院
・県単独事業分 119,159 千円
＜小学校１年～中学校3年＞
通院
・市単独事業分 160,173 千円
入院（県：平成27年度から中学校3年まで拡大）
・県単独事業分 12,711 千円

・県単独事業分 382,792 千円
・市単独事業分 64,764 千円

・県単独事業分 64,989 千円

・市単独事業分 2,909 千円

・市単独事業分　合計 227,846 千円

健康・福祉 生活保護費 福祉課 1,199,000 ○ 生活保護に要する経費（国3/4）
・ 生活扶助 382,000 千円
・ 住宅扶助 119,300 千円
・ 教育扶助 6,000 千円
・ 医療扶助 596,000 千円
・ 介護扶助 28,000 千円
・ 施設委託扶助 62,500 千円
・ その他扶助 5,200 千円

【低所得高齢者】

【障がい者】

【母子・父子家庭】

医療費の自己負担額を助成
平成30年7月までは全区分とも自動給付方式にて助成し、15歳以下の
み8月以降は現物給付方式にて助成する。

【児童】

（単位：世帯、人、‰）

生活保護 Ｈ29.4 Ｈ29.10

保護世帯数 591 597

保護人員数 759 758

保護率 4.9 4.9

0歳 小１ 中3

通院

入院

事業

重度障がい 県1/2

入院 市単

通院 県1/2

65歳以上 県1/2

母子父子 県1/2

低所得高齢者 市単

市単
児童

区分

障がい者 精神障がい

県１/2
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 健康・福祉 自立支援給付事業 障がい者支援課 3,360,000 ○

・ 居宅介護等支援給付費
・ 短期入所支援給付費
・ 施設支援給付費
・ 共同生活支援給付費
・ 自立支援医療給付費
・ 児童支援給付費
・ 療養介護医療給付費　ほか

健康・福祉 障がい者支援課 4,855 ○

21,880 千円
16,184 千円

　うち障がい者支援課分 4,855 千円
11,329 千円

健康・福祉 地域生活支援事業 障がい者支援課 249,112

○ 社会参加促進事業
・ 3,817 千円

○ 障害者総合支援センター事業
・ 11,535 千円
・ 障害者相談支援員設置事業委託 42,517 千円

○ 地域生活支援拠点整備関連事業
・ 緊急時の受入・対応体制の整備 3,694 千円

○ 地域活動支援センター事業
・ 地域活動支援センター事業 補助金等 27,052 千円

○ 給付関連事業
・ 移動支援 94,562 千円
・ 日常生活用具給付 38,275 千円
・ 訪問入浴サービス 15,600 千円
・ 日中一時支援 11,088 千円

コミュニケーション支援等

上田市負担分

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく障害福祉サービスに対す
る給付

2,280,000千円

上小圏域成年後見支援セン
ター運営事業

障害者総合支援法の規定により市町村が実施主体となり、地域の実
情に応じて実施する障害福祉サービス（主な事業）

事業費　計

　うち高齢者介護課（介護特会）

高齢者や障がい者の生活や権利を保護・支援するために、成年後見
制度や権利擁護に関する相談や普及啓発を総合的に行う上小圏域成
年後見支援センターの運営を社会福祉協議会に委託する。

障害者自立生活支援センター運営委託　

117,000千円
217,000千円

43,000千円

166,500千円

273,000千円

263,500千円
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 健康・福祉 障害者在宅福祉事業 障がい者支援課 75,733 ○ 障がい者及び介護者に対する各種補助（主な事業）

◎ ・ 緊急宿泊支援事業 240千円

・ 地域共生型生活ホーム事業補助金　 2,410千円
・ 身体障害者住宅整備事業補助金　 1,890千円
・ 障害児（者）施設訪問看護サービス 事業補助金　 1,020千円
・ 心身障害者タイムケア事業 10,550千円
＜市単事業＞
・ 特別児童年金 23,730千円
・ じん臓機能障害者通院費補助金　 4,784千円
・ 障害者施設通所交通費補助金　 7,000千円
・ 重度心身障害者家庭介護者慰労金　 15,500千円
・ 障害（児）者等自立生活体験事業　 2,054千円
・ 重度心身障害者タクシー利用助成事業 1,215千円

健康・福祉 老人クラブ活動補助金 高齢者介護課 12,240 ○ 単位老人クラブ及び老人クラブ連合会への補助金
・ 単位老人クラブ補助金（4地域分）　　 　 6,668千円
・ 老人クラブ活動促進事業補助金（上田地域） 4,537千円
・ 老人クラブ連合会補助金（丸子・真田地域） 1,035千円

健康・福祉 介護予防・生活支援事業 高齢者介護課 184,504 ○ 高齢者の介護予防及び生活支援に関する補助・給付等（主な事業）

・ 生きがい対応型デイサービスセンター事業 4,360千円
・ 高齢者等外出支援事業 3,345千円
・ 高齢者生活支援ハウス運営事業 8,510千円
・ 要援護高齢者等住宅整備事業補助金（県1/2） 16,550千円
・ 敬老祝金支給事業 20,930千円
・ 家庭介護者慰労金 125,000千円

健康・福祉 老人施設入所者措置費 高齢者介護課 258,533 ○ 養護老人ホームに対する措置費
報恩寮88人、ベルポートまるこ西44人、光の園2人

健康・福祉 生活管理指導短期宿泊事業 高齢者介護課 6,521 ○

在宅で暮らす障がい者等が、介護者の緊急な事由により通所施設
等に宿泊した時の費用を補助する。

＜県単事業 県1/2＞

要介護、要支援状態に移行しつつある特定高齢者等に対し、一時的
に宿泊してもらい、生活指導等を実施し介護予防を行う。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 健康・福祉 緊急通報装置設置事業 高齢者介護課 22,706 ○

・ センサー有り 522 台
・ センサー無し 固定型 818 台

　　　 携帯型 70 台

健康・福祉 一部事務組合負担金 武石市民ｻｰﾋﾞｽ課 22,476 ○ 依田窪老人保健施設負担金
・元利償還金35.95％負担（62,519千円×0.3595）

平成6年度許可債、償還期限 平成32年3月25日
平成20年度許可債、償還期限 平成51年3月1日

健康・福祉 介護保険円滑運営事業 高齢者介護課 20,900 ○ 低所得者利用料負担対策事業　（国1/2・県1/4）
・

 （市単補助）通所介護等各種サービス助成
 （国県補助）社会福祉法人等による軽減
 （国県補助）特別地域加算減免

健康・福祉 介護保険事業特別会計繰出金 高齢者介護課 2,257,906 ○ 特別会計への繰出金
・ 保険給付費分
・ 地域支援事業（介護予防事業）分
・ 地域支援事業（包括・任意事業）分
・ 低所得者保険料軽減事業分

・ 職員人件費等分
・ 広域連合負担分

健康・福祉 国保年金課 1,189,260 ○ 特別会計への繰出金
・ 保険基盤安定繰出金（保険税軽減分）　 511,677 千円
・ 保険基盤安定繰出金（保険者支援分）　 299,602 千円
・ 国保財政安定化支援事業繰出金　 163,430 千円
・ 職員給与費等繰出金　 179,008 千円
・ 出産育児一時金繰出金　 34,440 千円

◎ ・ 国庫負担金減額調整分繰出金 1,103 千円

介護保険制度の円滑実施のため、低所得者の方の利用料軽減を行
う。

一人暮らしの高齢者、重度身障者宅等に設置している緊急通報シス
テムの運営業務委託

150,906千円

20,804千円

1,802,607千円

52,982千円
70,943千円

国民健康保険事業特別会計繰
出金

（消費税率引上げに伴う社会保障の充実として、介護特会において
低所得者の介護保険料を軽減し、軽減相当額を一般会計から特別
会計へ繰出すもの（国1/2、県1/4、市1/4））

159,664千円
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 健康・福祉 国保年金課 477,732 ○ 特別会計への繰出金
・ 保険基盤安定繰出金（保険料軽減分） 379,588 千円
・ 職員給与費等繰出金 35,434 千円
・ 広域連合事務費負担金繰出金 62,710 千円

健康・福祉 国保年金課 1,682,980 ○ 長野県後期高齢者医療広域連合市町村負担金（1/12）
・ 当市（被保険者）の療養給付費総額の1/12を負担

子育て・教育 * 認可外保育所助成事業 保育課 8,480 ○

＜市単事業＞
・ 1,472 千円
＜県単事業＞
・ 多子世帯保育料減免 576 千円
・ 12 千円
・ 8 千円
・ 1,877 千円
・ 833 千円
・ 353 千円
・ 706 千円
・ 1,321 千円
・ 1,322 千円

子育て・教育 * 保育課 3,938 ○
・ 障がい児担当保育士育成研修等 341 千円
・ 発達相談事業 934 千円
・ 障がい児巡回指導事業 2,663 千円

子育て・教育 保育所施設整備事業 保育課 12,000 ○ 公立保育所施設整備
・ 施設整備工事費 12,000 千円　（400千円×30園）

子育て・教育 ◇ 保育所建設事業 保育課 496,214 ○ 神川地区拠点施設整備事業
・ 工事監理委託
・ 工事請負費（本体、外構等）

23,991 ○ 丸子統合保育園建設事業
・ 支障物件移転補償費

夜間保育事業
一時保育事業

発達支援が必要な児童に対する支援体制を引き続き整備する。

職員健康診断事業

長野県後期高齢者医療広域連
合負担金

発達障がい児への支援体制の
確立・強化

1～2歳児保育事業（〃）

後期高齢者医療事業特別会計
繰出金

1～2歳児保育事業（〃）

認可保育所の補完をしている認可外保育施設の運営等に要する経費
を助成し、入所している要保育児童の処遇向上を図る。

保育料減免事業

乳児保育事業（保育士人件費）

延長保育事業

・対象 ： 3施設（こどもの園、すくすく園、にゃんにゃん上田園）

乳児保育事業（一般生活費）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 子育て・教育 * 民間保育所運営事業 保育課 1,330,000 ○ 民間保育所に対する運営費負担金
・ 施設型給付

　私立保育所9園分
　認定こども園2園分
　管外委託児童分

・ 地域型保育給付
　小規模保育等分
　家庭的保育分

子育て・教育 * 民間保育所助成事業 保育課 127,204 ○ 私立保育園、認定こども園に対する補助
＜県単事業＞
・ 延長保育促進事業補助金 15,586 千円
・ 1歳児保育支援事業補助金 22,792 千円
・ 一時預かり事業補助金 12,485 千円

（一時預かり事業を実施する幼稚園（4園）、認定こども園分を含む）
・ 乳児保育支援事業補助金 3,060 千円
・ 病休代替職員雇用事業補助金 427 千円
・ 病児・病後児保育事業補助金 8,646 千円

＜市単事業＞
・ 職員加給金補助金 34,147 千円
・ 障害児保育事業補助金 17,516 千円
・ 1歳児保育支援事業補助金（市単分） 8,815 千円
・ 地域活動事業補助金 2,200 千円
・ 乳児保育支援事業補助金（市単分） 1,530 千円

子育て・教育 ◎ * 民間保育所建設事業補助金 保育課 22,290 ○ 民間保育所の建設・改修等に対する補助
・ みのり保育園（園舎改修工事ほか） 22,290 千円

子育て・教育 3,928 ○ 平成32年度からの「第二次子ども・子育て支援事業計画」の策定に向
け、子育て中の保護者のニーズを把握するためのアンケート調査を実
施する。

子ども・子育て支援事業計画策
定事業

子育て・子
育ち支援課
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 子育て・教育 * 利用者支援事業 5,135 ○ 子育て家庭に対する子育てサポート

子育て・教育 648 ○ 見守りし合わせ支援事業

子育て・教育 2,809 ○ 子育て支援情報の周知

子育て・教育 246 ○ 子育てママリフレッシュ事業（ズンバと温泉）

子育て・教育 * 母子家庭等援護事業 20,430 ○ 市内のひとり親家庭を対象とした各種支援（主な事業）
・ 父・母と子の集い事業 870 千円
・ 児童入学卒業祝金 1,110 千円
・ 高等職業訓練促進給付金 17,442 千円
・ 自立支援教育訓練給付金 300 千円

子育て・教育 児童扶養手当支給事業 629,807 ○

・ 支給月　4月、8月、12月
・ 全部支給の場合　月額　42,290円
・ 一部支給の場合(所得額に応じ）　月額　42,280～9,980円
・ 児童加算額　第2子9,990～5,000円

　　　　　　　　 第3子以降1人につき5,990～3,000円

母子家庭、父子家庭等で、児童（18歳未満、障害児は20歳未満）を養
育している方に手当を支給（国1/3）

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課

育児ストレスの解消と健康増進を図りながら、母親同士のコミュニティ
を構築する託児付きフィットネス講座の開催（12回）

支援が必要な産後の母子に対して、訪問による傾聴を中心とした見守
り支援を行う。

子育て支援コーディネーターが、子育て中の親子などに対して各種
サービスの利用相談等を行い、子育てをサポートする。

ハンドブックや情報紙、結婚・子育て応援サイト・アプリ「うえだ家族」に
よる子育て支援情報の周知
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 子育て・教育 児童手当支給事業 2,613,985 ○ 中学校修了前までの子どもを養育している方に手当を支給
・ 支給月　6月、10月、2月
・ 事務費 2,445 千円
・ 被用者児童手当 千円
・ 非被用者児童手当 373,690 千円
・ 小学校修了後中学校修了前 477,970 千円
・ 所得制限世帯 43,980 千円
<支給額/対象人数>
・ 3歳未満　月15,000円　延べ39,673人
・ 3歳以上小学校修了前（第1・2子）　月10,000円　延べ121,638人
・ 3歳以上小学校修了前（第3子）　月15,000円　延べ18,541人
・ 小学校修了後中学校修了前　月10,000円　延べ47,797人
・ 所得制限世帯　月5,000円　延べ8,796人

子育て・教育 母子寮管理運営事業 65,747 ○ 上田市母子寮の管理運営を上田明照会に委託
・ 20世帯 64,721 千円
・ 一時保護、緊急避難委託分　 1,026 千円

子育て・教育 * 子育て支援事業 695 ○
・

子育て・教育 1,000 ○ 子育て家族応援事業委託料
子育てサークル、企業、市が協働し、子育て支援活動を実施する。
・ ファミリーフェスタの開催、子育てサークル活動支援　他
・

アドバイザー：安藤哲也氏（ファザーリングジャパン代表）

子育て・教育 256 ○ どならない子育て練習法講座（そだれん）
・

子育て・教育 * 4,522 ○ ファミリーサポートセンター事業
・

子育て・子
育ち支援課

1,715,900

ファミリーサポートセンター運営
事業

子どもへの伝わりやすい言い方、ほめ方、注意の仕方を学び、親と
子どもの肯定的な交流を促し、親子関係を向上させる講座の開催（3
講座）

子育ての支援を受けたい方と子育ての援助ができる方が、会員とし
て登録を行い子育ての相互援助活動を行う。

ノーバディーズ・パーフェクト講座
子育て中の親を対象とした親としての成長を育むための講座等
（ワークショップ方式）の開催（7講座）

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課

父親の育児参加を支援するための「パパカレッジ上田」の開催
（父親と子ども・父親同士の交流イベント、「育ボス」講座　他）

 31



平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 健康・福祉 子育て・教育 * 病児・病後児保育事業 11,083 ○ 病児・病後児保育事業（医療法人健静会へ委託）
・ 平成19年5月開所
・ 職員体制：保育士2人、看護師1人
・ 運営委託 10,970 千円
・ 備品購入費 103 千円

子育て・教育 * 5,196 ○

子育て・教育 * 地域子育て支援拠点事業 42,360 ○ 地域子育て支援拠点事業
・ 全13箇所で広場事業を実施する。（補助対象12箇所）
【補助対象施設】（開設時間等により分類される）
　[一般型広場]

 （週6～7日、5時間）
　 ・共通：中央子育て支援センター

 （週5日、5時間）
　 ・上田：神科、泉田子育て支援センター
　 ・丸子：中丸子子育て支援センター
　 ・真田：真田子育て支援センター
（週4～5日、5時間）

丸子市民ｻｰﾋﾞｽ課 　 ・丸子：丸子サロン（ひろば型）
（週3日、5時間）
　 ・上田：清明児童クラブ（ひろば3日型）

　[連携型]
（週3日、3時間）
　 ・上田：大星・神科・東塩田の各児童センター、中塩田児童クラブ

　 　 ・武石：武石児童館
【単独施設】

　 ・丸子：西内子育て支援センター

子育て支援施設ゆりかご管理
運営事業

子育て・子
育ち支援課

出産直後の母子の生活支援を行う子育て支援施設「ゆりかご」の管理
運営経費

子育て・子
育ち支援課

子育て・子
育ち支援課
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 教　　　育 子育て・教育 * 子育て発達支援事業 3,509 ○

・ 医師による相談会
・ ペアレント・トレーニング、親子教室
・ （一般向け）講演会、（支援者向け）研修会
・ 支援ノート「つなぐ」を活用した継続支援

◎ ・ 感覚を育てる運動教室

子育て・教育 * 児童館運営事業 学校教育課 70,711 ○ 児童館（センター）11館の運営（指定管理）
・

1,514 ○ 放課後児童ひろば
・ 児童クラブ指定管理者に事業委託

子育て・教育 * 放課後児童クラブ運営事業 学校教育課 202,077 ○ 児童クラブ20館の運営（指定管理）
・
・

子育て・教育 104,402 ○ 学童保育所6館の運営（指定管理）
・ 上田（5館）  太郎の家、バッタの家、どんぐり、  トットの家、たんぽぽ

武石（1館）  ピーターパン

子育て・教育 * 学校教育課 2,443 ○

・ 事業実施園：3園　うち基準を満たす園：1園

上田 （8館）、丸子 （1館）、真田 （1館）、武石（1館）

発達障害等で支援を必要とする子ども達やその保護者に対して専門
スタッフによる相談や指導をはじめ、研修会・学習会・啓発活動等総合
的な支援を行う。

発達相談
センター

私立保育園で実施する放課後児童健全育成事業のうち、市条例の基
準を満たす事業に対し事業費補助を行う。（国1/3、県1/3）

要支援児童の利用が見込まれる児童クラブに支援員を配置
上田 （12館）、丸子 （4館）、真田 （4館）

児童館、児童センターのない小学校区へ、公共施設等を活用して
「放課後の居場所」を提供する事業を、豊殿小学校区において実施
（平成21年～）

放課後児童健全育成事業運営
費補助金
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

衛生費 自然・生活環境 安全・安心 広域連合負担金 生活環境課 304,785 ○
・ 261,911 千円
・ 42,874 千円

健康・福祉 健康・福祉 武石市民ｻｰﾋﾞｽ課 199,351 ○

健康・福祉 武石市民ｻｰﾋﾞｽ課 7,096 ○

健康・福祉 予防接種事業 健康推進課 358,767 ○

・ 19,534 千円

・ 14,890 千円

・ 15,562 千円

・ 15,042 千円

・ 83,033 千円
・ 6,795 千円
・ 169,206 千円

健康・福祉 * 妊婦一般健診事業 健康推進課 142,400 ○
・ 千円
・ 千円

健康・福祉 * 不妊治療費補助事業 健康推進課 7,600 ○

乳幼児・高齢者等に対して予防接種事業を実施し、感染症の予防及
びまん延防止に努める。

（主な項目）

妊婦一般健康診査に対する公費負担

インフルエンザワクチン接種事業

広域連合負担金

武石診療所事業特別会計への一般会計繰出金

依田窪病院会計負担金 依田窪病院事業会計への負担金

武石診療所事業特別会計繰出
金

清浄園費負担金

139,000
3,400

不妊治療を行う夫婦に対し、治療費の一部を補助するもの。
保険適用外の検査・治療・薬剤費の2分の1以内

事      業      名 事       業       内       容

日本脳炎ワクチン接種事業
ヒブワクチン接種事業
小児用肺炎球菌ワクチン接種事業
四種混合ワクチン接種事業

高齢者肺炎球菌ワクチン接種事業
ワクチン代等（消耗品）

妊婦一般健康診査補助金
妊婦一般健康診査委託料

斎場費負担金
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 健康・福祉 健康・福祉 * 養育医療給付事業 健康推進課 10,000 ○

健康・福祉 * がん検診推進事業 健康推進課 106,354 ○
・ 18,314 千円
・ 18,360 千円
・ 29,137 千円
・ 26,739 千円
・ 13,804 千円

《地方創生推進交付金》
健康・福祉 * 健康推進課 9,001 ○

・
・
・
・
・

健康・福祉 * 若い世代からの健康づくり事業 健康推進課 1,852 ○

健康・福祉 4,862 ○

健康・福祉 1,076 ○

（健康幸せづくりプロジェクト事
業）

未熟児の医療費に対する公費負担

健幸都市の実現を目指した健康づくり事業を実施する。

インターバル速歩実践講座事業

がん検診を実施し、がんの早期発見・早期治療に努める。

胃検診委託料

健康づくりチャレンジポイント制度事業

大腸検診委託料

子宮がん検診委託料

あたま・からだ元気体操事業

全市民健幸ウォーキング事業

肺がん検診委託料

妊娠中の女性の歯周病疾患予防を図るため、妊婦歯科検診を実施す
る。

妊婦歯科検診事業

乳房検診委託料

子どもの健康づくり支援事業

健康幸せづくりプロジェクト事業

二十歳無料歯科検診

30代を対象に健康診査を実施し、保健指導と合わせ早期の生活習慣
病予防対策を行う。

成人者を対象に歯科検診を実施し、自己の歯の健康管理への関心を
高め、将来に向けて歯周疾患の予防を図る。

若年健診事業
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 健康・福祉 健康・福祉 * 健幸都市講演会 健康推進課 642 ○

健康・福祉 ◎ 相染閣改修事業 健康推進課 49,900 ○

・ 消耗品費 2,000 千円
・ 実施設計委託料 1,000 千円
・ 工事請負費 43,000 千円
・ 備品購入費 3,900 千円

健康・福祉 在宅当番医事業 健康推進課 16,235 ○
・ 7,365千円
・ 2,890千円

・ 5,980千円

健康・福祉 * 健康推進課 102,033 ○
・ 102,033 千円

健康・福祉 * 健康推進課 7,582 ○

健康・福祉 * 健康推進課 23,300 ○
・
・ 16,800 千円
・ 4,800 千円

○
・
・ 1,200 千円

○
・
・ 500 千円

既貸与者7人分

新規申請予定者1人分

助産師養成所の修学生への修学資金の貸付

休日・平日夜間等における在宅当番医開設に係る公費負担

産婦人科病院事業会計補助金

上田看護専門学校運営費補助
金

生活習慣病予防の啓発と、健康維持や増進を図るための契機となる
よう、講演会及びシンポジウムを開催する。

医師確保修学資金等貸付事業

産婦人科病院事業会計補助事
業

周産期医療確保のための政策的補助による補助金

休日在宅当番医制事業委託料

平日深夜在宅当番医事業委託料

新規申請予定者2人分

相染閣の既存施設を改修し、新たに「健康食」、「地産地消」、「資源循
環」をコンセプトにした食堂を設置する。

医学生への修学資金の貸付

修学資金100,000円/月
新規申請予定者1人分

平日夜間外科系在宅当番医事業委託料

地域で働く看護師を養成し、地域の医療を確保することを目的に運営
費の補助を行う。

研究資金

修学資金200,000円/月

助産師業務に従事するために県外から転入する者への資金の貸与
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 健康・福祉 健康・福祉 * 健康推進課 53,153 ○

健康・福祉 * 広域連合負担金 健康推進課 42,160 ○
（病院群輪番制病院補助事業）

自然・生活環境 自然環境保全 ☆ 生活環境課 26,550 ○

・ 太陽光発電システム 26,000 千円
・ 太陽熱システム 550 千円

安全・安心 除雪機購入補助金 生活環境課 9,104 ○
・

自然環境保全 合併処理浄化槽設置補助金 生活環境課 9,744 ○

安全・安心 公害対策事業 生活環境課 22,103 ○

循環型社会 廃棄物対策課 19,346 ○

要望台数　計21台

内科・小児科初期救急センター
管理運営事業

資源物回収促進交付金

内科・小児科初期救急センター管理運営事業

合併処理浄化槽設置補助

新エネルギー活用施設設置費
補助金

紙類・布類・缶・びん類の分別収集を実施し、資源物回収に協力してい
る自治会等への還元金

自治会が購入する小型除雪機に対して補助を行う。

市が保管するPCB廃棄物（安定器、低圧コンデンサ）の処理を実施す
る。

上小地域の二次救急医療を担う病院群輪番制病院への公費負担

夜間における初期救急患者の診療等を実施し、市民の安心・安全に
寄与するとともに、救急医療を担う医療スタッフの負担軽減を図る。

住宅用太陽光発電システム等の設置補助
太陽光発電システムに対する補助の見直し及び太陽熱システムに対
する補助を充実する。

37



平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 自然・生活環境 循環型社会 廃棄物対策課 84,464 ○
丸子市民ｻｰﾋﾞｽ課 ・ 45,596 千円

・ 27,081 千円
・ 11,787 千円

循環型社会 指定袋製作配送事業 廃棄物対策課 59,256 ○ 39,840 千円

○ 19,416 千円

循環型社会 廃棄物対策課 10,000 ○

循環型社会 570 ○

循環型社会 ごみ減量企画室 153 ○

循環型社会 生ごみ堆肥化モデル事業 ごみ減量企画室 2,804 ○

・
・

循環型社会 1,773 ○

循環型社会 2,500 ○

生ごみを自家処理している世帯へのインセンティブとして、無料の燃や
せるごみ指定袋である「生ごみ出しません袋」を製作・配布する。

生ごみ出しません袋製作・配布業務

ごみ減量、再資源化対策事業

有料指定袋の製作配送委託料

ペットボトル

家庭系生ごみの堆肥化を推進するための、大型生ごみ処理機による
共同処理モデル事業

ごみ減量化基材「ぱっくん」製作販売業務委託

家庭で行うごみ減量化対策として、生ごみ減量化機器の購入に対して
補助を行う。

生ごみ堆肥化事業モデル事業補助金
生ごみ堆肥化事業に必要な設備整備費に対して補助を行う。

ごみ処理手数料収納業務委託料

可燃ごみ減量のため、各家庭で乾燥した生ごみを回収し、ＪＡ堆肥化
センターで堆肥化する。また、乾燥生ごみの回収に協力する世帯への
インセンティブとして、ＪＡ直売所で利用できるポイントを付与する。

やさいまる事業

缶、びん

ごみ減量化機器購入費補助金

真田自治会　1台　（平成27～32年度）
半過自治会　1台　（平成28～33年度）

資源物回収処理事業 古紙、古布、缶、びん、ペットボトルの回収委託料
古紙、古布
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 自然・生活環境 循環型社会 廃棄物対策課 580,748 ○
丸子市民ｻｰﾋﾞｽ課 ・ 539,119 千円

・ 7,444 千円
・ 34,185 千円

循環型社会 廃棄物対策課 519,615 ○ 265,321 千円
丸子市民ｻｰﾋﾞｽ課 ○ 41,861 千円
真田市民ｻｰﾋﾞｽ課 ○ 3,945 千円
武石市民ｻｰﾋﾞｽ課 ○ 1,705 千円

○ 174,396 千円

○ 22,333 千円

○ 2,309 千円

○ 2,935 千円

○ 3,759 千円

○ 1,051 千円

循環型社会 ◎ 廃棄物対策課 648 ○

循環型社会 焼却灰等処理事業 廃棄物対策課 104,145 ○ 上田クリーンセンター焼却灰リサイクル業務委託料 80,757千円

丸子市民ｻｰﾋﾞｽ課 ○ 23,388千円

循環型社会 廃棄物対策課 51,468 ○
・ 実施設計委託 3,094 千円
・ 工事費 48,374 千円

安全・安心 公営企業支出金 生活環境課 95,629 ○ 水道事業会計の負担金

ごみ処理事業

広域連合負担金

不燃物残渣運搬処理委託料

広域連合負担金

廃乾電池・廃蛍光管分別保管委託料　　
廃乾電池・廃蛍光管運搬処理委託料　

廃プラスチック処理委託料

クリーンセンター費負担金

危険・有害ごみ回収業務委託料
剪定枝木類再資源化委託料

ごみ収集委託料

クリーンセンター費交付税配分金

休日死獣回収業務等委託料

ごみ処理広域化推進事業費負担金

丸子クリーンセンター焼却灰最終処分業務委託料

下室賀コミュニティセンター改築工事に係る経費の計上

不燃物減量処理委託料

危険ごみ処理委託料

最終処分場管理事業

ごみ処理に関する情報を発信する、ごみ分別アプリの運営委託料の
計上
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

労働費 産業・経済 地方創生 * 雇用促進室 840 ○

《地方創生推進交付金》
地方創生 * 雇用促進室 25,000 ○

○

地方創生 * 無料職業紹介事業 雇用促進室 684 ○
（地方版ハローワーク事業）

・ 通信運搬費 84 千円
・ 工事費 600 千円

地方創生 * 雇用促進室 2,854 ○

地方創生 * 雇用促進室 4,090 ○

地域の就職困難な若年求職者を対象とした基礎研修、職場体験研修
を実施し、正規雇用を促進する。

ＵＩＪターンと地域若者等定住就
職支援事業

若者就職支援事業

職業訓練事業補助金

ハローワークと同様の地域の求人情報を検索・閲覧できるシステムに
より、求職者に対しきめ細やかな就職相談・職業紹介を実施する。

ものづくり技術の人材育成を担う「上田地域高等職業訓練センター」の
高等職業訓練事業に対して補助を行う。

合同就職面接会開催事業負担
金

就職面接会開催、企業ガイドブック発行、ホームページメンテナンスに
対する事業負担金

事      業      名 事       業       内       容

就職が困難な若者支援として、保護者の相談会及び若者の臨床心理
士によるカウンセリングを行う。

ＵＩＪターン希望者に対し、地域の就職情報を提供するとともに、地域企
業での職場見学や職場体験を通じた雇用マッチングの機会を提供し、
移住を促進する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

産業・経済 農業委員会 2,900 ○
事務局 ・賃金（作業員・臨時職員） 2,138 千円

・消耗品費・通信運搬費 232 千円

・農地利用意向調査委託料 530 千円

農政課 32,280 ○

☆ 11,000 ○
・ 脱衣室空調電気設備工事
・ 屋根塗装改修工事

真田産業 観光課 7,088 ○

武石産業 建設課 12,974 ○

地方創生 * 農業支援センター交付金 農政課 16,670 ○

・ 営農活性化委員会補助 4,980 千円

・ 専任推進員設置経費 10,310 千円

・ 就農自立支援事業 600 千円

・ 運営費 280 千円

・ アグリサポート事業 500 千円

事      業      名 事       業       内       容

農林漁業体験実習館 管理運
営事業

ゆきむら夢工房 施設管理運営
事業

農地の利用状況調査に係る経費

ゆきむら夢工房の施設管理及び直営事業に係る経費

農林水
産業費

農地利用状況調査・意向調査
事業

農業振興に携わる農業関係機関が一体となり特色ある地域農業の推
進を図るための交付金

農林漁業体験実習館（ささらの湯） 施設改修工事費

農林漁業体験実習館（ささらの湯）等の管理運営委託料

巣栗渓谷緑の広場 管理運営
事業

巣栗渓谷緑の広場の管理運営委託料
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

産業・経済 地方創生 * 農政課 36,750 ○
丸子産業観光課

真田産業観光課

武石産業建設課 ・
・
・交付予定人数：26人（夫婦3組）

・支給期間：5年間（最長）

地方創生 * 農用地流動化促進奨励交付金 農政課 10,000 ○
丸子産業観光課

真田産業観光課

武石産業建設課 ・ 交付対象面積 10,780a

地方創生 * 農政課 30,320 ○
真田産業観光課

武石産業建設課

・協定数（取組団体数） 26協定
・対象面積 1,750,194㎡

地方創生 * 農政課 10,227 ○
・実施主体　上田農業再生協議会
・

地方創生 * 農政課 10,000 ○

・ 補助率4/10以内

農林水
産業費

事業内容

農地利用の集積促進・効率化及び規模拡大等を生かした経営体の育
成を図るため、認定農業者に対し、利用権設定の期間別に面積に応じ
て交付金を交付する。

中山間地域農業直接支払交付
金

要件：45歳未満で平成25年4月以降に農業経営を開始した者
年額：1,500千円/人（夫婦の場合2人目は750千円）

農業次世代人材投資資金交付
事業

新規に独立・自営就農した45歳未満の農業経営者に対し、国の農業
人材力強化総合支援事業実施要綱に基づき、資金を交付する。（平成
29年度　青年就農給付金から制度改正）

中山間地域における耕作放棄地の発生を防止し、農地保全、水源か
ん養等多面的機能の確保を図るため、一団の農用地の管理経費に対
し交付金を交付する。

経営所得安定対策等制度の実施に必要な活動経費に対する交付金

制度の普及・推進活動、申請書類の配布・回収、要件（対象作物の
作付面積）の確認など

経営所得安定対策等推進事業

水田農業推進機械施設等導入
事業補助金

水田農業を行う農業生産組織が生産活動等に必要な機械施設を導入
するための補助
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

産業・経済 地方創生 * 生産調整推進事業交付金 農政課 18,053 ○
・ 実施主体　上田農業再生協議会
・ 事業内容

水田管理台帳の整備、水稲生産実施計画書の作成、現地確認など

地方創生 農政課 6,800 ○

・ 補助率2/10以内

・ 園芸振興施設（パイプハウス等） 3,307 千円
・ 果樹苗木、果樹施設更新 3,493 千円

《地方創生推進交付金》
地方創生 ◇ * 園芸振興事業補助金 農政課 2,900 ○

・ 補助率2/10以内

・ ワイン加工用ぶどう苗木及び棚の購入補助 2,900千円

◎ 1,310 ○

・ 補助率：2/10以内（JA　2/10）
・ 実施対象件数：10件

《地方創生推進交付金》
地方創生 * 6次産業化推進事業 農産物 1,800 ○

マーケティング ・ 講師謝礼、消耗品費 200千円

推進室 ・ 調査業務等委託料 500千円
（うえだみどり大根等ブランド化推進に向けた研究委託）

◇ ○

・ ワイン加工用ぶどう栽培研究会負担金 1,000千円
・ 千曲川ワインバレー特区連絡協議会負担金 100千円

ひょう害から農産物を守り、安定的な生産力を持った産地とするため、
信州うえだ農協を通して、農家が購入・設置する防ひょうネット及びトン
ネルメッシュ等に対して補助を行う。

農林水
産業費

米の需給調整に必要な活動経費に対する交付金

「千曲川ワインバレー特区」の活用に向けて、生産基盤の整備と強化
を図る。

6次産業化の推進に向けて、関連加工品の試作品等を研究する。

園芸農業の振興と直売所出荷用の農産物の強化を目的とした、資材
や苗木の購入費に対する補助金

「千曲川ワインバレー特区」の活用に向けて、生産基盤の整備と強化
を図る。

園芸作物振興対策事業補助金
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

産業・経済 地方創生 * 地域おこし協力隊事業 丸子産業観光課 1,675 ○
【再掲】

自然・生活環境 自然環境保全 公営企業支出金 農政課 983,054 ○

産業・経済 安全・安心 県営土地改良事業 土地改良課 166,735 ○

・ 地域ため池総合整備事業（西塩田地区） 6,600千円　　　
・ 中山間総合整備事業（殿城地区） 28,500千円　　　
・ 地震対策ため池防災工事 65,650千円　　　
・ かんがい排水事業（川西地区） 11,850千円　　　
・ かんがい排水事業（菅平地区） 19,335千円　　　

丸子建設課 ・ 農村災害対策整備事業（金井地区） 4,800千円　　　

・ 中山間総合整備事業（美の郷地区） 30,000千円　　　

安全・安心 17,296 ○

土地改良課 ・神川左岸地区 2,296 千円
丸子建設課 ・依田川左岸地区 15,000 千円

安全・安心 県単土地改良事業補助金 10,000 ○

土地改良課 ・上田地域 6,400 千円
丸子建設課 ・丸子地域 3,600 千円

安全・安心 市単土地改良事業 土地改良課 31,922 ○

農業集落排水事業会計への補助金

県営基幹水利施設ストックマネ
ジメント事業

県が事業主体となり実施する水路等土地改良施設の長寿命化のため
の事業に対する負担金

農林水
産業費

地域おこし協力隊を配置し、6次産業化の推進を図る。

県が事業主体となり実施する農道・用排水路・ため池等土地改良施設
の整備に対する負担金

県単土地改良事業補助金
県補助を活用した水路改修等の事業に係る土地改良区への補助金

市が行う農道整備、水路改修等に係る工事及び自治会、水利組合等
が行う農道整備、水路改修等に係る補助等関係経費
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

産業・経済 安全・安心 農地保全対策事業 土地改良課 89,942 ○

安全・安心 ◎ 丸子建設課 8,500 ○
・ 事業期間：平成30年度～32年度
・ 事業量：農道新設　L=320.0m　W=4(3)m　C=39,000千円

安全・安心 農業基盤整備促進事業 70,010 ○
土地改良課 ・上田地域（神科新屋桝網地区） 27,010 千円

・上田地域（西洞地区） 12,900 千円
丸子建設課 ・丸子地域（長瀬地区） 30,100 千円

安全・安心 ◇ 土地改良課 38,000 ○
・ 上田地域（奈良尾地区） 38,000 千円

安全・安心 多面的機能支払交付金 土地改良課 133,048 ○

・ 交付地区数 ： 1広域協定地区ほか10地区

○

・ 交付地区数 ： 1広域協定地区ほか8地区

○

・ 交付地区数 ： 1広域協定地区ほか4地区

安全・安心 10,272 ○

土地改良課 ・ 上田地域　　　4地区 4,956 千円
丸子建設課 ・ 丸子地域　　11地区 5,316 千円

市が行う農道整備、水路改修等に係る事業費及び関係経費（起債対
象事業）

農地保全対策事業（荻窪バイ
パス関連農道整備事業 坊守地
区）

国道254号荻窪バイパス建設整備に係る農道整備

土地改良区が行う土地改良施設の適正な維持管理の促進を目的とし
た、施設の改修経費に対する補助金

地域の農地・水・農村環境の保全と質的向上を図るために行う、地域
ぐるみの活動を支援

資源向上支払交付金（施設の長寿命化活動）

土地改良施設維持管理適正化
事業

資源向上支払交付金（共同活動）

農林水
産業費

農山漁村活性化整備対策事業 農山漁村における定住や地域間交流につながる農道整備に係る経費

市が行う老朽化した水路等の土地改良施設の更新・改修に係る経費

施設の長寿命化対策の強化を図るため、集落（活動組織）が行う農地
周りの水路・農道等の補修・更新などを支援

農地維持支払交付金

水路の草刈り・泥上げ、農道の路面維持など地域資源の基礎的な保
全活動を支援
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

産業・経済 地籍調査事業 管理課 22,551 ○

自然・生活環境 自然環境保全 * 森のエネルギー推進事業 森林整備課 1,000 ○

・

産業・経済 有害鳥獣駆除報償金 森林整備課 26,630 ○
・ ニホンジカ 10千円×1,400頭
・ イノシシ 10千円×230頭
・ ツキノワグマ 40千円×5頭、25千円×16頭
・ ハクビシン等中型獣 3千円×450頭

○
・ ニホンジカ 5千円×1,400頭
・ イノシシ 5千円×230頭
・ ハクビシン 1千円×200頭
・ カワウ・アオサギ 200円×150羽

ジビエ振興策研究事業 森林整備課 300 ○

自然・生活環境 自然環境保全 市有林整備事業 森林整備課 31,275 ○
・ 事業内容　　　搬出間伐、下刈、作業道開設
・ うち東山グリーンプロジェクト分 2,020 千円

自然環境保全 森林環境保全整備事業 森林整備課 11,599 ○

・
・ 地元負担　　2/10

市有林の健全育成のため、森林整備および作業道開設を行う。

農林水
産業費

公共事業の効率化、公平な課税、災害等における迅速な復旧など土
地行政の円滑化を図るための事業

薪ストーブ購入費補助  50千円×20台

猟友会が実施する有害鳥獣駆除活動に対し報償金を交付する。

捕獲した有害鳥獣の有効活用に向けて、ジビエ振興策の研究を進め
るための研修会、試食会等を開催する。

薪ストーブの導入を促進し、木質バイオマスの利用促進を図り、地球
温暖化の防止と再生可能エネルギーの利活用を推進する。

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業交付金

間伐事業をはじめとする民有林の森林整備事業に係る国・県補助に
対して、市嵩上げ補助を行う。

補助割合　　国・県（7/10）、市嵩上げ分（1/10）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

自然・生活環境 自然環境保全 松くい虫防除対策事業 森林整備課 104,070 ○

・ うち東山グリーンプロジェクト分 3,980 千円

自然環境保全 緑化推進事業 森林整備課 1,500 ○ 保存樹木剪定補助金 450 千円

○ 森の学校開催委託 800 千円

・ 講座内容

○ みどりの少年団活動補助金 250 千円

自然環境保全 公園化構想推進事業 武石産業建設課 2,351 ○

・ 樹木破砕機等活用事業 787 千円

樹木破砕機等を自治会等に貸与
・ 獣害対策実施事業 50 千円

・ 自治会等実施事業 1,500 千円

苗木等の植栽に必要な物品を支給

安全・安心 林道橋梁長寿命化事業 森林整備課 800 ○

・ 橋梁点検、基礎調査　　10橋（全34橋）

安全・安心 林道維持事業 森林整備課 15,932 ○ 林道の維持に要する経費
・ 市単林道維持工事

○ 林道の日常維持管理に要する経費
・ 林道維持管理業務委託

子どもが森林に親しみ、触れ合う「森の学校」を開催する。

伐倒駆除、地上薬剤散布、薬剤樹幹注入、樹種転換等による松くい虫
防除対策を実施する。

平成22年度に武石地域協議会が市に提言した「武石地域全域公園化
構想」を具体化するため、以下の事業を実施する。

（夏期）親子登山、（秋期）森林整備及びクラフト作り体験
みどりの体験塾（植樹、クリ拾い体験等）

獣害柵設置に必要な機械使用料等に相当する負担金

林道橋梁の長寿命化計画策定（平成31年度予定）に向けて、点検調
査を実施する。

農林水
産業費
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

商工費 産業・経済 地方創生 * 産業祭負担金 丸子産業観光課 3,000 ○

地方創生 * 商工課 3,490 ○

 (魅力ある商店街づくり事業） ・

地方創生 * 商工課 7,500 ○

・

地方創生 * 地域おこし協力隊事業 商工課 1,675 ○
【再掲】

《地方創生推進交付金》
地方創生 * 商工課 11,000 ○

[事業内容]
・
・
・

地方創生 * 創業支援事業負担金 商工課 5,000 ○

コーディネータによる新技術開発、販路拡大に関する支援
専門性を有する企業OBの派遣
市内企業の展示会への共同出展に対する支援

補助率  ： 1/2以内　上限2,000千円/年

補助率  ： 1/3以内　上限1,500千円

ものづくり企業相談体制整備事
業

ものづくり企業の相談体制を充実させるとともに、支援事業を行う。

地域おこし協力隊員を配置し、「ものづくり・キャリア教育」の企画や運
営、「新たな食のブランドづくり」などを実施するために、企業訪問等に
よる情報収集などの活動を行う。

創業支援事業計画（平成26年国認定）に基づき、市・商工会議所・
AREC・HanaLab.が連携して創業者等を支援する。

テナント出店支援
商店街振興組合が誘致した出店者に対して、空き店舗改修費用を補
助する。

商店街等が空き店舗等をコミュニティ施設として活用するための賃借
料を補助する。

事      業      名 事       業       内       容

中心市街地活性化出店支援事
業補助金

中心商店街空き店舗活用助成
事業補助金

丸子地域の産業祭「げんきまるこ産業フェスタ」の負担金
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

《地方創生推進交付金》
商工費 産業・経済 地方創生 * 商工課 11,000 ○

[構成市町村]

[事業内容]
・
・
・
・

地方創生 * 販路拡大支援事業補助金 商工課 6,200 ○
丸子産業観光課

真田産業観光課 ・
武石産業建設課

地方創生 * 創業促進支援事業補助金 商工課 5,100 ○

《地方創生推進交付金》
地方創生 * 商工課 3,000 ○

・

《地方創生推進交付金》
地方創生 * 産金官連携推進事業補助金 商工課 20,000 ○

・

東信州エリアの市町村（東信州次世代産業振興協議会）と東信州次世
代イノベーションセンターが連携し、同エリア内の企業を支援し地域産
業の活性化及び新産業の創出を図る。

人件費　250千円×12ヶ月×1名

補助率　：　総事業費の1/2

子育て中の女性に対して早期社会復帰を支援する団体に対する運営
補助（潜在的女性労働力の掘り起こし、人材育成、提携企業との調
整、受注業務の品質確認）

市内での創業を促進し、市内経済の活性化を図るため、創業者を対象
に事業所改修費や家賃を補助する。

市内事業者が行う既存技術の応用や新技術による業績拡大に向けた
事業に対し市内金融機関等の融資と協調した補助を行う。

・改修費補助：1/3以内（上限1,500千円、1回限り）
・家賃補助：1/2以内（上限100千円/月、最大2年）

上田市、小諸市、佐久市、千曲市、東御市
立科町、長和町、青木村、坂城町　　計9団体

技術展示会の開催

コーディネーター人件費

分野別研究会の企画運営費

中小企業者等の販路拡大を支援するため、展示会等への出展経費の
一部を補助する。

企業の人材育成確保支援事業

補助率  ： 1/2以内

（10,000千円と融資額のうち低い額を上限とする。）

子育て女性社会進出促進支援
事業補助金

東信州連携産業振興事業
（東信州次世代産業振興協議
会負担金）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

商工費 産業・経済 地方創生 ◎ * 産業団地造成事業 商工課 388 ○ 第二期箱畳工業団地への企業誘致に係る経費の計上
・ 企業誘致に向けたＰＲチラシ作製費等の必要経費

《地方創生推進交付金》
地方創生 * 基幹産業支援体制整備事業 商工課 10,600 ○

[事業内容]
・
・

《地方創生推進交付金》
地方創生 * ブランディング支援事業補助金 商工課 10,000 ○

・
・

地方創生 中小企業金融対策事業 商工課 3,628,500 ○
・
・
・

地方創生 商工課 5,013 ○

・
・
・
・

対象経費 ： 新商品の開発改良・販路拡大に係る費用

中小企業融資要綱に基づき、市制度融資の融資枠を確保する。

既存製造業の安定成長を図るため、3商工団体と連携して市内同業種
グループ等を支援する。

池波正太郎氏関連特別企画事
業

3,500,000千円

第2回「『鬼平』展」（仮題）

第4回「写真展」

金融機関預託金

池波正太郎真田太平記館は、開館20周年を迎え、池波正太郎氏に関
連した企画展・講演等を行う。

第1回「中一弥挿絵画展」

産業展への共同出展等の販路拡大
コーディネーターによる市内受発注体制の確立

伝統工芸品や特産品の販路拡大、6次産業化・農商工連携や異業種
連携による商品開発や販路拡大の取り組みを支援し、付加価値の創
出と信州上田の知名度の向上を図る。

補 助 率  ： 2/3以内　上限4,000千円

95,000千円

第3回「池波正太郎作品に見る西郷隆盛」（仮題）

融資利子補給補助金
融資信用保証料

33,500千円
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

商工費 産業・経済 地方創生 * 商工課 13,259 ○
・ 管理運営委託料 8,000千円
・ 仮設トイレ借上料 2,229千円
・ 3,030千円

地方創生 * 地域おこし協力隊事業 丸子産業観光課 1,629 ○
【再掲】

地方創生 * 松本市連携観光バス運行事業 観光課 10,755 ○

地方創生 * 観光振興事業負担金 観光課 42,500 ○
・
・
・
・

《地方創生推進交付金》
地方創生 * 真田産業観光課 10,000 ○

地方創生 * 自治体広域連携事業 観光課 2,000 ○

地域おこし協力隊を配置し、丸子温泉郷の活性化に向けた新たな観
光資源の発掘、情報発信、移住定住促進、地域活性化の支援を行う。

観光振興事業負担金

中心市街地活性化拠点管理運
営事業

土地賃借料

信州上田おもてなし武将隊事業

誘客企画事業

スポーツツーリズム推進事業補
助金

上田駅-松本駅間の定期観光バスを松本市との連携により運行する。
（運行経費の1/2ずつを上田市、松本市で負担）

「真田十勇士ガーデンプレイス」の管理運営費

フィルムコミッション事業

観光宣伝事業

「菅平スポーツフィジカルセラピー協議会」が菅平高原への新たな誘客
を目指して行う、スポーツツーリズムの定着及び推進を支援する。

長野市・松本市・上田市の三市による連携等観光分野での広域連携
により効果的な誘客及び県内での周遊促進事業を実施する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

商工費 産業・経済 地方創生 観光施設管理事業 観光課 3,572 ○
地方創生 4,610 ○
地方創生
地方創生 丸子産業観光課 3,600 ○
地方創生 16,598 ○
地方創生 1,467 ○
地方創生 43,034 ○
地方創生 2,183 ○
地方創生 2,058 ○
地方創生 26,000 ○
地方創生 135 ○
地方創生 【債務負担行為】

地方創生
地方創生
地方創生
地方創生
地方創生 真田産業観光課 22,631 ○
地方創生 8,600 ○
地方創生 1,000 ○
地方創生
地方創生 武石産業建設課 37,715 ○
地方創生 7,776 ○
地方創生 33,497 ○
地方創生 278 ○
地方創生 17,213 ○
地方創生 1,000 ○
地方創生 1,830 ○

塩田の館管理運営委託料

平成31～32年度の委託料について、債務負担行為を設定する。
町・高梨共同浴場管理運営委託料

菅平高原国際リゾートセンター管理委託料

鹿教湯交流センター管理運営委託料

丸子物産館管理運営委託

上田城跡公園周辺駐車場等の管理委託料

番所ヶ原スキー場管理運営委託料

国民宿舎鹿月荘管理運営委託料

うつくしの湯キュービクル修繕

鹿教湯温泉センター（文殊の湯）管理運営委託料

サニアパーク維持管理業務委託料

丸子温泉郷老朽温泉施設改修事業補助金

（毎年の年
度協定にお
いて定める
額の総額）

国民宿舎鹿月荘厨房エアコン更新、浴室給湯管更新工事

真田氏歴史館企画展委託料

鹿教湯健康センター管理運営委託料

うつくしの湯管理運営委託料

番所ヶ原スキー場ゲレンデ復旧工事

雲渓荘管理運営委託料

遊歩道景観整備事業工事費

雲渓荘本館新館連結部分屋根修繕

 52



平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

商工費 産業・経済 文化とスポーツ ◇ 菅平地区振興施設整備事業 真田産業観光課 446,708 ○
・ 2,069千円

・ 2,129千円

・ 100千円

・ 395,542千円

・ 40,648千円

・ 備品購入費 5,500千円

・ 負担金 720千円

文化とスポーツ ◎ サニアパーク整備事業 真田産業観光課 190,401 ○

・ 3種公認検定員謝礼 100千円
・ 3種公認検定料 81千円
・ 施設整備工事費 186,800千円
・ 備品購入費 3,420千円

地方創生 観光課 59,661 ○
・
・
・ 上田城紅葉まつり

地方創生 丸子ドドンコ実行委員会負担金 丸子産業観光課 4,900 ○

地方創生 武石夏祭り実行委員会負担金 武石産業建設課 2,300 ○

地方創生 丸子産業観光課 19,000 ○丸子温泉郷施設整備基金積立
金

外構工事
建築本体工事

丸子温泉郷内の温泉施設の改修を目的とした基金積立

信州上田まつり実行委員会負
担金

工事監理委託料

日本陸上競技連盟3種公認更新及びラグビーＷ杯公認キャンプ地誘
致に向けた施設整備を実施する。

信州上田まつり実行委員会への負担金

上田真田まつり

武石夏祭り実行委員会への負担金

パンフレット制作委託料

上田城千本桜まつり

消耗品費等

まるこドドンコ実行委員会への負担金

屋内運動場施設の整備に係る経費の計上
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

土木費 自然・生活環境 安全・安心 生活関連事業（単独枠） 土木課 500,000 ○
丸子建設課
真田建設課
武石産業建設課

<防災・安全交付金>

自然・生活環境 安全・安心 交通安全施設整備事業 土木課 185,000 ○
◇ (95,000) [踏入大屋線]

（全体計画　Ｌ＝1,390ｍ、Ｗ＝12.0ｍ【両側2.5ｍ】）
・ 補償算定委託　1式
・ 工事　Ｌ＝50ｍ

・ 用地　6件
・ 補償　Ｎ＝2件

◇ (90,000) [市道　下吉田久保林線ほか]
（全体計画　Ｌ＝450ｍ、Ｗ＝12.0ｍ　

　区画道路L＝280ｍ、Ｗ＝9.25～11.5ｍ）
・ 委託　Ｎ＝1件
・ 工事　Ｌ＝330m
・ 用地　Ａ＝300㎡

・ 補償　Ｎ＝1件

自然・生活環境 安全・安心 土木課 18,897 ○
丸子建設課
真田建設課 73,000 ○
武石産業建設課 (21,000) ・ 融雪剤購入

(52,000) ・ 除雪、凍結防止剤散布委託

自然・生活環境 安全・安心 道路維持事業 真田建設課 3,600 ○ 電源立地 地域対策 交付金事業
[本原傍陽線]
・ 工事  Ｌ＝180ｍ

事      業      名 事       業       内       容

市民生活に密着した生活関連道路河川等整備事業に係る経費

歩行者の安全確保のための歩道等の整備に要する経費

凍結防止剤散布車・定置式凍結防止剤自動散布機のリース等

除排雪関連経費

除雪・凍結防止剤 散布委託事
業
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

<社会資本整備総合交付金>

土木費 自然・生活環境 安全・安心 ◎ 除雪機械整備事業 真田建設課 30,000 ○ 除雪ドーザの購入（14ｔ級除雪タイヤドーザ）

<社会資本整備総合交付金>

自然・生活環境 安全・安心 ◇ 市道新設改良事業 土木課 220,000 ○

(90,000) [五反田新屋線]
（全体計画　Ｌ＝2,300ｍ、Ｗ＝10.0ｍ【片側2.5ｍ】）

・ 工事  Ｌ＝710ｍ

(100,000) [中野小泉線バイパス]
（全体計画　Ｌ＝1,400ｍ、Ｗ＝9.75～14.0ｍ【片2.0～両3.5ｍ】）

・ 委託　Ｎ＝1件
・ 工事　Ｌ＝540ｍ
・ 用地　Ａ＝4,376㎡
・ 補償　Ｎ＝8件

◎ 武石産業建設課 (30,000) [小沢根線]
（全体計画　Ｌ＝40ｍ）

・ 工事　Ｌ＝40m（落石対策工）

◎ 丸子建設課 5,000 ○

・ 平井工区　水路工　Ｌ＝16.0ｍ、ゲート設置　Ｎ＝1箇所
・ 平井工区　舗装工　Ａ＝170㎡
・ 和子工区　舗装工　Ａ＝240㎡

◇ 武石産業建設課 30,000 ○
（全体計画　Ｌ＝1,000ｍ、Ｗ＝6.0（7.0）ｍ）
・ 工事　舗装工　Ｌ＝370m、側溝工　Ｌ＝420m

<防災・安全交付金>

自然・生活環境 安全・安心 ◇ インフラ長寿命化 修繕事業 土木課 546,000 ○
丸子建設課 (10,000) [橋梁長寿命化計画 見直し]
真田建設課
武石産業建設課 (331,000) [橋梁修繕]

小牧橋、尚武橋、角間2号橋、清水坂橋ほか6橋

市道の新設及び改良に要する経費

武石和田線（辺地対策事業）

橋梁耐震化、トンネル、道路について、計画的な修繕を実施する。

国道254号バイパス 関連整備事業（市単独）
県が整備を進める平井バイパス及び和子バイパスに接続する市道及
び水路の整備
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

土木費 自然・生活環境 安全・安心 ◇ インフラ長寿命化 修繕事業 (35,000) [トンネル修繕]
（つづき） 野竹トンネル、国分トンネル

(80,000) [舗装修繕]
塩田運動公園線、川原柳豊里線、依田内村線、本原傍陽線

(45,000) [橋梁定期点検]

(45,000) [橋梁小規模補修（市単独）]

【債務負担行為】 (200,000) ○

自然・生活環境 安全・安心 ◇ 河川用悪水路改修事業 土木課 50,000 ○
（全体計画　Ｌ＝2,750ｍ【φ600ｍｍ～□1,400ｍｍ】）
・ 委託　Ｎ＝1件
・ 工事　Ｌ＝200ｍ
・ 補償　Ｎ＝1件

自然・生活環境 安全・安心 ◇ かわまちづくり支援事業 丸子建設課 10,000 ○

・ 実施設計委託

自然・生活環境 安全・安心 ◇ * 調査・計画策定事業 都市計画課 4,000 ○

◎ 5,000 ○ 都市計画ＧＩＳデータ 修正業務

神科台 排水路 整備事業

平成31年度、平成32年度の橋梁修繕（小牧橋）について、債務負担行
為を設定する。

立地適正化計画 策定業務（平成30年度策定予定）

平成29年度に更新された地形図に基づき、都市計画決定情報データ
の修正を行う。

拠点集約型都市構造の形成に向け、都市全体の観点から都市機能
の適正配置、居住の誘導、公共交通との連携を図る。

かわまちづくり 支援事業
国のかわまちづくり支援制度を活用し、国等と連携して、千曲川・依田
川合流地点周辺地区の治水対策及び水辺環境整備を行う。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

土木費 自然・生活環境 安全・安心 街路整備事業 都市計画課 21,600 ○ 踏切廃止 対策事業
下屋敷踏切廃止に伴う迂回道路等の安全対策

<社会資本整備総合交付金>

安全・安心 ◇ 16,000 ○ 新参町線 無電柱化 事業

・ 事業期間：平成29～35年度
・ 計画区間：新参町線　Ｌ＝450ｍ（両側歩道）
・ 事業内容：無電柱化、歩道高質化、街路樹植栽、車道舗装打替

　　　　　　　（平成30年度は詳細設計）

安全・安心 25,750 ○ 県道工事 負担金
・ 都市計画道路北天神町古吉町線（2期工区平成32年度完了予定）

安全・安心 ◎ 丸子建設課 2,500 ○
・ 事業計画作成委託　Ｎ＝1式

自然・生活環境 安全・安心 公営企業支出金 都市計画課 2,607,732 ○ 公共下水道事業会計への補助金

自然・生活環境 地域づくり ◇ 都市公園整備事業 都市計画課 800 ○ 緑の基本計画策定事業（平成30年度策定予定）

<防災・安全交付金>

自然・生活環境 安全・安心 * 公園長寿命化修繕事業 都市計画課 43,500 ○ 公園長寿命化修繕事業

（計画期間：平成29～38年度、対象都市公園：43公園）
・ 市民の森公園等の遊具等の更新、改修

<社会資本整備総合交付金>
自然・生活環境 安全・安心 ◇ 市営住宅改修事業 丸子市民 50,000 ○ 中丸子団地 給湯器等 整備工事

サービス課 ・ 実施棟：Ｆ棟・Ｇ棟

芦田丸子線 整備事業

災害時の緊急輸送道路確保と上田駅から城跡公園までのルートの景
観向上を図るため、新参町線の無電柱化を行う。

長寿命化計画に基づき遊具、四阿、トイレ等の修繕、更新を行い、
施設の管理コストの縮減と長寿命化を図る。

緑地の保全、緑化の推進を総合的、計画的に進めるための施策や取
り組みを定める「緑の基本計画」を策定する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

土木費 自然・生活環境 安全・安心 建築指導課 36,006 ○

自然・生活環境 地域づくり * 管理課 93,103 ○

・ 時間帯割引回数券（5割引で販売）
割引時間：6時～10時・16時～21時（計9時間）
対象：三才山トンネル、新和田トンネル、平井寺トンネル

・ 終日割引回数券（3割引で販売）
対象：平井寺トンネル

自然・生活環境 安全・安心 * バス運行事業 管理課 45,980 ○ 循環バス運行委託

(19,920) ・ 上田市街地循環バス（青バス・赤バス）

(16,284) ・ オレンジバス（高齢者福祉センターと各地域を結ぶもの）

(9,776) ・ まちなか循環バス（ぐるっと上田丸）

安全・安心 丸子建設課 10,865 ○ 丸子地域循環バス運行委託（まりんこ号）

安全・安心 武石産業建設課 14,531 ○ デマンド交通運行委託（武石スマイル号）

安全・安心 管理課 191,682 ○ 廃止路線代替バス運行費補助金

(42,742) ・ 千曲バス：佐久上田線・県道川西線・祢津線・武石線・室賀線

(9,014) ・ 東信観光バス：丸子線・中仙道線

(132,426) ・

(7,500) ・ 車両購入費補助（西丸子線）

安全・安心 25,312 ○ 運賃低減バス運行事業負担金（平成31年9月末まで実証運行継続）

安全・安心 1,000 ○ 地域自主運行バス等運行費補助金
・ 豊殿地区循環バス（あやめ号）

自然・生活環境 安全・安心 * 管理課 3,946 ○

住宅・建築物 耐震改修促進事
業

市内の既存建築物の耐震性能を確保するため、昭和56年以前に着工
された建築物を対象に、耐震診断とその結果に基づく耐震改修（補
強）に係る業務委託及び補助を行うもの。

上田市公共交通活性化協議会
負担金

通勤、通学、通院など日常生活で有料道路を利用する市民の負担軽
減のため、割引回数券を販売する。

上田バス：西丸子線・豊殿線・傍陽線・菅平高原線・信州上田医療セ
ンター線・塩田線・信州の鎌倉シャトルバス

協議会が実施する公共交通利用促進事業（運賃低減バス、夏休み
キッズパス、バスマップ配付）などの事業に対し、負担金を支出する。

有料道路利用者回数券使用料
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

土木費 自然・生活環境 安全・安心 * 管理課 2,785 ○

自然・生活環境 安全・安心 * 別所線再生支援事業 管理課 87,518 ○

・ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金　など

自然・生活環境 安全・安心 * 管理課 1,700 ○

産業・経済 地域づくり 管理課 7,681 ○

【債務負担行為】 ○ 平成31～34年度の委託料について、債務負担行為を設定する。（毎年の年度協
定において定め

る額の総額）

別所線の安全で継続的な運行を実現するため、鉄道事業者と運行協
定（平成28年度～30年度）に基づき公的支援を実施する。

しなの鉄道線 安全輸送設備等
整備事業負担金

しなの鉄道（株）が実施する安全輸送設備等整備事業に対し、沿線自
治体として負担割合に応じて負担金を支出する。

運転免許証 自主返納 促進事
業負担金

運転免許証を自主返納し、運転経歴証明書の交付を受けた市民に対
し、タクシー利用補助券を1人1回限りで10,000円分を給付する。

上田 道と川の駅 管理運営事
業

上田 道と川の駅の管理運営を、上田 道と川の駅おとぎの里へ委託
する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

消防費 自然・生活環境 安全・安心 広域連合負担金 消防総務課 1,596,850 ○
・ 消防費負担金 千円
・ 公債費負担金 千円
・ 市町村事務負担金 千円
・ 退職金特別負担金 千円

安全・安心 33,697 ○

安全・安心 消防団運営交付金 消防総務課 40,477 ○

安全・安心 ◇ 消防団員等応援事業 消防総務課 2,210 ○

・
・ 補助額　　1回あたり250円の補助券を団員1人につき4枚配布

安全・安心 消防団車両等整備更新事業 消防総務課 20,782 ○
・
・

安全・安心 耐震性貯水槽整備事業 消防総務課 22,600 ○
・
・

安全・安心 消防器具庫・警鐘楼整備事業 消防総務課 4,356 ○

・
・

小型動力ポンプ付普通積載車　1台　（上田第19分団）

事      業      名 事       業       内       容

消防特別会計負担金
1,365,106

180,190
32,816
18,738

分団詰所整備事業が完了したことにより、市が管理している消防器具
庫および警鐘楼を、修繕後に自治会へ委譲または解体撤去する。

消防特別会計交付税配分金

交付規程に基づき消防団運営交付金を交付し、団の円滑な運営・充
実・活性化を図る。

消防団への加入促進および団員の処遇改善のため、市内の温泉施
設（契約施設）の入館料を補助する。

小型動力ポンプ付軽積載車　2台　（上田第10分団、上田第12分団）

対象者　　消防団員及びその家族

消防団装備の充実強化を図るため、消防団車両等を更新する。

修繕後、自治会へ委譲（器具庫8件、警鐘楼2件）
解体撤去（器具庫1件、警鐘楼1件）

消防水利の充実を図るため、耐震性貯水槽（40㎥）を新設する。
上田地域　　3基（下青木、下室賀、中野）
真田地域　　1基（出早）
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野 担当課

計上額
（千円）

教育費 教 育 子育て・教育 ☆ 教育総務課 503 ○

・ 委員構成：学識経験者、教育関係者、学校関係者、保護者代表　他
・ 委員数：12人、任期：2年

子育て・教育 ＊ 学校教育課 3,416 ○

子育て・教育 学校教育課 2,476 ○ 中国浙江省寧波市(友好交流都市）との中学生交流事業（隔年実施）
・ 寧波市へ市内中学生を派遣（26名（うち引率4名）、4泊5日）

子育て・教育 ＊ スクールカウンセラー活用事業 学校教育課 1,765 ○

子育て・教育 ＊ 学校教育課 2,190 ○

子育て・教育 不登校児童生徒研修会 学校教育課 65 ○

子育て・教育 ＊ 教育総務課 6,600 ○

・

・ 給付額：年額60,000円
・ 認定者数見込：110人

対象：世帯の収入状況が生活保護法に規定する要保護世帯に準じ
る世帯

事      業      名 事       業       内       容

（仮称）上田市小中学校のあり
方検討委員会

児童・生徒の家庭学習習慣化
支援事業

高校生を対象とした給付型奨
学金支給事業

ジュニア大使国際友好交流都
市親善交流事業

様々な悩みを抱える児童生徒を支援するため、スクールカウンセラー
を定住自立圏圏域の小中学校に派遣し、児童生徒へのカウンセリング
や教職員及び保護者への相談助言にあたる。

スクールソーシャルワーカー活
用事業

定住自立圏構成団体の教職員等を対象とし、不登校児童生徒に関わ
る相談・支援に関する指導力の向上を図る研修会を開催する。

県の高校生等奨学給付金制度の対象外となる低所得世帯に対して、
市が独自給付を行う。

課題を抱える児童生徒について、関係機関等と調整、連携を進め環境
改善を図るため、スクールソーシャルワーカーを定住自立圏圏域の小
中学校に派遣する。

小中学生の家庭学習の習慣化を支援するため、市独自の生活・学習
ノート「紡ぐ」を作成・導入する。

平成29年度に設置した「上田市小中学校のあり方研究懇話会」の提
言を踏まえ、平成30年度から有識者による検討委員会を設置し、「（仮
称）上田市学校教育のあり方の基本方針」を策定する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野 担当課

計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教 育 子育て・教育 教育総務課 40,456 ○ 生徒数割による依田窪南部中学校運営費負担金

子育て・教育 ◎ 小学校英語教科化支援事業 学校教育課 1,500 ○

子育て・教育 小中学校施設整備事業 教育総務課 60,380 ○ 小中学校の施設整備及び営繕工事
・ 小学校：25校　50,380千円
・ 中学校：11校　10,000千円

子育て・教育 ☆ ＊ ＩＣＴ学習環境整備促進事業 学校教育課 3,500 ○

・ 小学校：3,500千円

子育て・教育 ＊ 特別支援教育就学事業 学校教育課 28,083 ○ 小中学校の特別支援学級運営に係る需用費、扶助費等
・ 小学校　15,318千円
・ 中学校　12,765千円

子育て・教育 ＊ 学校教育課 105,651 ○ 経済的理由によって就学が困難な児童生徒の保護者に対する支援
・ 小学校：49,987千円
・ 中学校：55,664千円

子育て・教育 ◇ 第三中学校改築事業 教育総務課 90,000 ○ 第三中学校改築事業
・ プール改築工事

子育て・教育 ＊ 幼稚園就園奨励費補助金 保育課 130,933 ○

子育て・教育 ＊ 私立幼稚園運営費補助金 保育課 24,188 ○ 私立幼稚園（12園）への運営費補助金（市単）
・ 県の学校法人補助金の8/100補助

（定員充足率50％未満の場合は12/100補助）

（平成26～30年度、全体事業費2,636百万円）

より分かりやすく効果的な授業を支援するため、小中学校の普通教室
に教材提示装置を計画的に整備する。

要保護及び準要保護児童生徒
援助事業

【参考】第三中学校耐震補強・大規模改造事業（南校舎）

上田市長和町中学校組合負担
金

　（平成26～29年度、全体事業費856百万円）

私立幼稚園へ就園する園児の保護者負担を軽減するための補助

平成32年度から小学校で本格実施する英語教科化に円滑に移行でき
るよう、平成30年度から英語教育を先行実施するための教材整備
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野 担当課

計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教 育 ◎ 94 ○ 関東甲信越静社会教育研究大会の長野県開催に係る特別負担金
・ 主催：（一社）全国社会教育委員連合　他
・ 期日：平成30年11月15日・16日
・ 主会場：ホクト文化ホール（長野市若里）
・ 構成：1都11県

子育て・教育 ＊ 1,050 ○

・ 学校支援コーディネーター等の育成（研修会など）

文化・交流・連携 文化創造都市 埋蔵文化財発掘調査事業 5,647 ○ 市内遺跡の埋蔵文化財発掘調査
・ 上田城跡保存整備事業 1,032 千円

二の丸西虎口（城跡野球場側公園入口）南側の発掘調査
・ 上田城跡三の丸大手堀跡発掘調査 2,572 千円

出土品の整理、調査報告書の作成　等

文化創造都市 ◎ 依水館築100周年記念事業 丸子教育事務所 350 ○

・ 講演会の開催　他

文化創造都市 ＊ 7,306 ○

・ 計画策定：平成30年度
・ 日本遺産申請時期：平成31年1月（予定）

教 育 文化とスポーツ ☆ 真田地域一周駅伝大会事業 真田教育事務所 100 ○

・ 記念グッズの作成など

関東甲信越静社会教育研究大
会長野大会特別負担金

生涯学習・
文化財課

生涯学習・
文化財課

地域と学校が連携・協働して子供の成長を支えるコミュニティスクール
等の推進を図る。

真田地域で実施している公民館分館対抗駅伝大会が60回という節目
を迎えることから、記念事業を実施する。

上田市歴史文化基本構想策定
事業

生涯学習・
文化財課

地域の文化振興と観光促進を図るため、文化財の保護と活用の方向
性を定めた基本構想を策定し、併せて、日本遺産認定に向けた準備を
進める。

生涯学習・
文化財課

地域と学校の連携・協働推進
事業

大正7（1918）年、丸子の製糸結社 依田社により建てられた迎賓館施
設依水館の築100周年記念事業を実施する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野 担当課

計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教 育 文化創造都市 ☆ 図書館管理運営事業 上田図書館 2,800 ○ 駐車場舗装修繕工事、天井結露防止工事

文化創造都市 情報ライブラリー 1,000 ○ 貴重資料室整備
・ 書架等の購入

文化創造都市 丸子図書館 975 ○ 駐輪場屋根設置工事

文化創造都市 上田図書館 22,971 ○ 図書館情報ネットワーク（エコール）の運営に要する経費
・ システム保守等委託、機器リース、広域連合負担金　他

文化創造都市 ☆ 武石教育事務所 10,809 ○

文化・交流・連携 文化創造都市 市民アトリエ講座事業 美術館 3,000 ○ 子どもアトリエ事業
・
・

アート講座など通年で開催

文化創造都市 ☆ 1,025 ○ 大人アトリエ事業
・ 通年講座（銅版画など）、集中講座（日本画など）

文化創造都市 ＊ 展覧会開催事業等負担金 美術館 15,000 ○ 「篠田桃紅展　とどめ得ぬもの 墨のいろ・心のかたち」
・ 開催時期　4月21日～7月22日（予定）

○ 「ウィリアム・モリス展　原風景でたどるデザインの軌跡」
・ 開催時期　9月8日～11月11日（予定）

○ 「村上早展　～gone girl 記憶のカタチ～」

・ 平成27年度山本鼎版画大賞受賞
・ 開催時期　平成31年1月12日～3月17日（予定）

文化創造都市 美術館運営事業 美術館 (13,500) ○
【債務負担行為】

教 育 子育て・教育 青少年育成事業 丸子教育事務所 451 ○ 米国ブルームフィールド市郡との青少年派遣交流事業（受入）

真田教育事務所 1,182 ○ 福岡県岡垣町とのホームステイ交流事業（派遣）

武石ともしび博物館管理運営
事業

図書館情報ネットワーク運営事
業

平成31年度の開館30周年に向けて、展示室・トイレの改修、企画展な
どを実施する。

平成31年度の展覧会を開催するに当たり、興行者等との交渉や契約
等を行うため、債務負担行為を設定する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野 担当課

計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教 育 文化とスポーツ ☆ ＊ ラグビー競技普及啓発事業 スポーツ推進課 311 ○

地域づくり ◎ ＊ スポーツ推進課 303 ○

文化とスポーツ ◎ ＊ スポーツ推進課 500 ○

・ 主催：長野県を中心とする実行委員会
・ 実施時期：平成30年8月（予定）
・ 開催場所：長野市（予定）
・ 参加自治体（ｶｯｺ内、友好都市名）：

（5年に1度、周年事業を開催）

子育て・教育 ＊ スポーツ推進課 1,715 ○

・ 対象者：小学校5年生
・ 実施校数：8校（予定）

文化とスポーツ 体育施設管理運営事業 スポーツ推進課 225,576 ○ 体育施設の管理運営
・ 上田城跡公園体育館

城跡体育館床面修繕　他 4,223 千円

・ 自然運動公園
総合体育館屋根修繕　他 2,272 千円

・ 市民の森公園
遊具の修繕　他 10,851 千円
ゴーカート更新（2台） 436 千円

【債務負担行為】 （1,944） 平成31年度から35年度までの債務負担行為を設定する。
スケート場管理委託 12,474 千円

こころのプロジェクト「夢の教
室」開催事業

日中友好交流都市中学生卓球
交歓大会参加負担金

上田市（寧波市）、長野市（石家荘市）、松本市（廊坊市）、須坂市
（四平市）、飯山市（深セン市福田区）

総合型地域スポーツクラブ支援
事業

2019年ラグビーＷ杯に向け、未経験者でも安心して楽しく取り組めるラ
グビー体験事業を実施することで競技の普及と振興を図る。

日本サッカー協会（JFA）が実施するアスリート等による小学生への講
義・実技を通して夢を持つことの大切さ等を伝える「夢の教室」を実施

平成29年度に市内4つの総合型スポーツクラブで立ち上げた上田市総
合型地域スポーツクラブ連絡協議会に対して、全市的な健康づくり事
業を進めるためのクラブ員を対象とした講習会やイベント開催等を支
援する。

県と中国河北省が友好提携35周年を記念し、中国各都市と友好都市
を結ぶ県内5市を含め開催する卓球交歓大会への参加負担金
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （一　般　会　計 ）
◎は新規、☆は充実、◇はその他特徴的な事業、*は上田市まち・ひと・しごと総合戦略関連事業

款
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野 担当課

計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

教育費 教 育 文化とスポーツ 体育施設管理運営事業 スポーツ推進課 （225,403） ・ アクアプラザ上田
（つづき） （再掲） エレベーター修繕　他 2,719 千円

アクアプラザ管理委託 110,682 千円

真田教育事務所 ・ 真田体育館
非常用予備発電装置交換 6,200 千円

・ 真田運動公園
女子トイレ改修工事 1,000 千円

・ ふれあいさなだ館
プール塗装工事 4,500 千円
ふれあいさなだ館管理委託 63,672 千円

武石教育事務所 ・ 武石森林公園マレットゴルフ場
ホール間急峻箇所手すり設置工事 410 千円
マレットゴルフ場管理委託 6,137 千円

上田市体育協会補助金 ｽﾎﾟｰﾂ推進課 24,922 ○

安全・安心 ☆ 給食センター管理運営事業 丸子学校給食 2,106 ○ 給食センター設備関係の維持補修
センター ボイラー関係設備の交換修繕により光熱水費の省エネ化を図る。

・ 耐熱性軟水化装置への切替　他

公債費 市債の元利償還金 財政課 7,549,672 ○ 元金償還金
うち市民債一括償還（交流文化芸術センター分）  500,000千円

481,113 ○ 利子償還金

上田市体育協会の人件費及びスポーツ推進事業に要する経費に対し
て補助するもの。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （特　別　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

土地取得 自治・協働・行政 土地取得事業 財産活用課
事      業
特別会計 373,629 ○

26,371 ○

400,000

同和地区 自然・生活環境 人権男女
住宅新築 共同参画課
資 金 等 住宅新築助成事業費 4 ○
貸付事業
特別会計 一般管理費 4,525 ○

公債費（元金・利子） 11,107 ○

積立金 5,343 ○

20,979

土地購入費、補償費の計上

基金繰出金

土地取得事業特別会計  合計額

同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計  合計額

基金積立金

事      業      名 事       業       内       容

火災共済掛金補助金

職員人件費、住宅新築資金等貸付事務費など

市債元利償還金
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （特　別　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

国民健康 健康・福祉 国保年金課 事業費総計　14,902,408千円　（対前年当初比△18.9％）

保険事業
特別会計 保険給付費 10,548,547 ○ ・ 一般被保険者療養給付費 千円

・ 退職被保険者等療養給付費 千円
・ 一般被保険者療養費 千円
・ 退職被保険者等療養費 千円
・ 一般被保険者高額療養費 千円
・ 退職被保険者等高額療養費 千円
・ 一般被保険者高額介護合算療養費 1,000 千円
・ 退職被保険者等高額介護合算療養費 100 千円
・ 移送費 千円
・ 審査支払手数料 千円
・ 出産育児一時金 千円
・ 葬祭費 千円
・ 千円

健康・福祉 ◎ 国民健康保険事業費納付金 国保年金課 3,959,993 ○ 国民健康保険事業費納付金
・ 一般医療分
・ 退職医療分
・ 一般後期高齢者支援分
・ 退職後期高齢者支援分
・ 介護納金分

1,301,835

結核精神給付金

3,868千円
271,389千円

11,211千円

事       業       内       容

51,660
12,700
30,598

2,787,324千円

8,947,962
70,878

12,795

400
32,482

85,409
728

886,201千円

事      業      名

平成30年度国民健康保険事業会計の概要 

○予算規模は、前年度の183億円余から約35億円減の149億円余。 

 ・これは、国保制度改革により県が財政運営の責任主体となり、共同事業拠出金（市町村 

   国保の費用負担の調整のための拠出金）の 廃止などにより予算規模が縮小したためで 

  ある。 

 ・また、人口減少、高齢化の進展による被保険者の減少も影響している。 

  被保険者数は34,414人（前年度比1,728人、4.8％減）と推計。 
○国民健康保険制度改革後の国保財政の仕組み・県及び市の役割 

 ・市は財政運営の責任主体である県へ事業費納付金を納付し、県は保険給付に必要な費 
  用を全額市に交付する。 
 ・県は財政運営の責任主体として事業費納付金の決定や標準保険料率の算定、保険給付 

  の点検 及び事務の効率化、標準化等を行う。 
 ・市は保険証の発行などの資格管理、保険税率の決定及び保険税の賦課・徴収、保険給 

  付、保健事業を行う。 
○医療費適正化のための取り組み 

 ・特定健診受診率の向上を図るため、受診料自己負担金（基本1,000円）の無料化を引き 
  続き実施する。 
 ・若年者の健康増進支援と40歳からの特定健診へのスムーズな移行に向け、30歳～39歳 

  の被保 険者を対象とする若年健診を引き続き実施する。 
 ・平日の健診受診が難しい未受診者等の受診機会の確保、利便性向上を図るため、休日 
  集団健診（特定健診・若年健診）を引き続き実施する。 
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （特　別　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

国民健康 健康・福祉 ☆ 保健事業費 国保年金課 184,741 ○
保険事業 ・         特定健診等事業費 112,497 千円

特別会計 ・ 国保ヘルスアップ事業 15,406 千円
・ 保健事業費 56,838 千円

医療費適正化のための各種事業

国民健康保険事業特別会計　合計額 14,902,408

 69



平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （特　別　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

後 期 健康・福祉 国保年金課 事業費総計　1,899,739千円　（対前年当初比2.5％）
高 齢 者
医療事業 一般管理費 19,935 ○ 職員人件費
特別会計 ・ 一般職員4人

9,536 ○ 一般管理事務費
・ 制度周知パンフレット印刷、保険証の送付等

健康・福祉 国保年金課 1,861,327 ○ 保険料等負担金
・ 被保険者から徴収した保険料を、広域連合へ負担金として納入

(特徴：年6回、普徴：年9回)
　特別徴収分 842,003 千円
　普通徴収分 573,098 千円
　滞納繰越分普通徴収 3,728 千円

○ 基盤安定負担金
・ 低所得者に対する保険料軽減分負担金（県負担分3/4）

基盤安定分 379,588 千円

○ 事務費負担金
・

事務費負担分 62,710 千円

後期高齢者医療事業特別会計　合計額 1,899,739

後期高齢者医療広域連合納付
金

長野県後期高齢者医療広域連合の事務費負担金（均等割10％、人
口割45％、高齢者人口割45％で積算）

平成30年度後期高齢者医療制度の概要 

○第6期の財政運営期間（30・31年度）の初年度である。 

○平成29年度当初予算と比較し被保険者の増加により、47,189千円の増額となっている。 

  被保険者は24,856人（前年度比445人、1.8％増）と推計。 
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （特　別　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

介護保険 健康・福祉 事業費総計　15,707,622千円　（対前年当初比△1.31％）

事      業
特別会計 保険給付費 14,420,646 ○ 給付見込額

・ 介護サービス等諸費
・ 介護予防サービス等諸費
・ 高額介護サービス等費
・ 高額医療合算介護サービス等費
・ 特定入所者介護サービス等費
・ その他諸費 13,201千円

40,700千円
427,000千円

高齢者
介護課

311,400千円

13,344,338千円
284,007千円

平成30年度介護保険特別会計予算の概要 

○第7期介護保険事業計画期間（平成30～32年度）の初年度である。 

 平成30年度は、高齢者人口の増加に伴い、引き続き保険給付費の伸びが予想される。 

 (ただし第6期計画に基づく平成29年度当初予算に比べると減額となる) 

○第7期計画で保険料も改定となり、基準月額5,902円（年額70,800円）とし、第6期と比べ 

 322円（年額で3,800円）の増、改定率は5.67％となる。 

 被保険者数は46,838人（前年度比366人、0.8％増）と推計。 

○地域包括ケアシステム構築に向けた取り組み 

 ・高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、介護予防と生活支援サービス 

    の多様化を図り、介護予防・日常生活支援総合事業を推進する。 

 ・認知症高齢者等にやさしい地域づくりを推進するため、認知症初期集中支援チームを 

    設置するとともに、各種支援施策の推進を図る。 

 ・住み慣れた地域で生活を継続していくために、医療と介護が一体的に提供されることが 

    必要であることから、医療介護連携事業の推進を図る。 

 ・地域の支え合い体制づくりを進めるために、NPO等多様な主体による多様な生活支援・ 

    介護予防サービス支援の充実を図る。 
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （特　別　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事       業       内       容事      業      名

介護保険 健康・福祉 地域支援事業

事      業
特別会計

567,438 ○ 介護予防・生活支援サービス事業
・

・ 介護予防・生活支援サービス事業
・

地域リハビリテーション事業、サロン事業

252,917 ○ 包括的支援事業・任意事業
・ 包括的支援事業

地域包括支援センターの運営等
・ 任意事業

配食サービス等

22,862 ○ 包括的支援事業（社会保障充実分）
・ 在宅医療・介護連携推進事業

在宅医療・介護を一体的に提供するための連携体制の構築
・ 生活支援体制整備事業

協議体の設置、生活支援コーディネーターの配置
・ 認知症総合支援事業

認知症初期集中支援チームの設置、見守りシール配布等
・ 地域ケア会議推進事業

地域ケア個別会議の専門職賃金

※　合計欄は当初予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない場合がある。

高齢者が要介護・要支援状態になることを予防するとともに、要介護
状態になった場合でもできるだけ住み慣れた地域で生活を継続できる
ように支援するための事業

介護保険事業特別会計　合計額 15,707,622

要支援者及び要支援状態となるおそれのある高齢者に対し、予防
サービスや生活支援サービスを総合的に実施する事業

高齢者
介護課

一般介護予防事業
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （特　別　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

駐 車 場 生活環境 駐車場管理運営事業費 管理課 39,059 ○ 指定管理委託料、修繕費など

事 業
特 別 会計 一般会計繰出金 21,389 ○ 一般会計への繰出金

公債費 76,195 ○ 市債元利償還金

予備費 1,000 ○ 予備費

武 石 健康・福祉 職員人件費 武石診療所 67,782 ○ 職員人件費　5人
診 療 所 ・ 医師1人、事務1人、看護師3人
事 業
特 別 会計 一般管理事業費 10,495 ○ 施設維持管理費等（主なもの）

・ 臨時職員賃金等
・ 各種施設修繕
・ 保守点検委託
・ 清掃委託
・ 医療事務委託
・ 電算機器賃借料
・ 医師会負担金
・ 電子カルテリース料等

基金積立金 25 ○ 武石診療所事業基金積立金

医業診療事業費 31,382 ○ 医薬材料費等
・ 医薬材料費
・ 血液検査等委託
・ 医療機器保守点検委託
・ 医療機器賃借料

予備費 3,000 ○ 予備費

駐車場事業特別会計　合計額 137,643

事      業      名 事       業       内       容

武石診療所事業特別会計　合計額 112,684
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （企　業　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

真田有線 自治・協働・行政 【収益的支出】 46,170   合計
放送電話 営業費用  真      田 (8,682) ・ 放送電話費
事業会計 地域振興課 (16,345) ・ 施設保守費

(11,994) ・ 総係費

(5,382) ・ 減価償却費

(509) ・ 資産減耗費

(20) ・ その他営業費用  

営業外費用 (20) ・ 雑支出

(2,718) ・ 消費税
予備費 (500) ・ 予備費

【資本的支出】 12,463   合計
建設改良費 (3,245) ・ 工事請負費

(9,218) ・ 固定資産購入費

58,633

事      業      名 事       業       内       容

真田有線放送電話事業会計  合計額
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （企　業　会　計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

産婦人科 健康・福祉 健康・福祉 【収益的収入】 産 婦 人 科 604,223
病院事業 他会計補助金 病 院 (95,790) ・ 84,793 千円
会      計

・ 1,642 千円
・ 7,834 千円

・ 1,521 千円

【収益的支出】 656,236   合計
給与費 (437,077) ・ 職員人件費　常勤職員34人分

・ 非常勤職員の報酬・賃金
【周産期医療緊急対策】

・ 非常勤医師報酬 79,989 千円

・ 非常勤助産師報酬 4,806 千円

材料費 (43,848) ・

経費 (111,314) ・ 病院窓口業務委託、臨床検査委託ほか

・ 患者用寝具、繊維製品、医療スタッフユニフォーム賃借料

・ 信州上田医療センター連携負担金

減価償却費・資産減耗費・ (57,649) ・ 減価償却費
研究研修費・医療外費用 (55) ・ 資産減耗費

(1,789) ・ 研究研修費（書籍購入費、職員研修負担金など）

(4,504) ・ 医業外費用(企業債利息、消費税等）

【資本的収入】 17,764
企業債借入 (10,000) ・ 企業債借入
他会計補助金 (7,764) ・

【資本的支出】 25,530   合計
建設改良費 (10,000) ・ 医療設備費（医療機器の購入）

(15,530) ・ 企業債償還金

産婦人科病院事業会計  合計額 681,766

　合計

（非常勤医師報酬、非常勤助産師報酬など）
企業債償還利子

（研修研究のための経費、共済追加費用など）
ゆりかご経費負担金

薬品費、診療材料費、給食材料費、医療用消耗備品費

企業債元金償還金

  合計

経営基盤強化対策費

周産期医療緊急補助金
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （企 業 会 計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

水道事業 自然・生活環境 安心・安全 【収益的支出】 2,682,640 合計
会　　　計 浄水場施設維持管理事業 浄水管理ｾﾝﾀｰ (336,551) ○ 浄水場施設等の維持管理経費

真田上下水道課 ・ 水源地、配水池ポンプ等電気料
・ 浄水場施設等修繕
・ 水質検査、ろ過池揚砂等委託

配給水管等維持管理事業 上水道課 (189,358) ○ 配給水管等の維持管理経費
丸子・武石上下水道課 ・ 配給水管布設替等修繕
真田上下水道課 ・ 水道故障当番業務、漏水調査業務等委託

・ 給水管布設替工事等

水道料金等徴収業務委託 サービス課 (123,504) ○ 上下水道料金徴収等業務の民間委託を実施

・ 契約期間：平成27年3月から平成32年9月まで

・ 契約金額（5年間）：617,544千円

・ 業務内容： 窓口・電話受付、収納業務、開閉栓業務
滞納整理業務、検針・ 検量業務、料金計算・算定業務等

【資本的支出】 2,292,938 合計
真田簡易水道統合事業 上水道課 (532,650) ○

・

管路等建設改良事業 上水道課 (669,257) ○ 管路等の建設改良、設計等に要する経費
丸子・武石上下水道課 ・ 管路更新事業  35路線、L=7,590ｍ
真田上下水道課 ・ 消火栓新設　5基、更新　31基

・ 舗装復旧工事　4路線、A=3,650㎡
・ 舗装復旧等工事負担金　2路線　A=1,620㎡
・ 測量設計委託　6件
・ 岩清水配水池造成（A=1,673㎡）
・ 流量計ピット設置　2基
・ 物件移転等補償金

事      業      名 事       業       内       容

「つちや・滝の入水源」を活用し、将来にわたり安全で安定したおいし
い水を供給するための水道施設の整備

管路(L=2,420m)・工事請負費、負担金、測量試験費、補償費、用地
費
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （企 業 会 計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

水道事業 自然・生活環境 安心・安全 浄水場施設等建設改良事業 浄水管理センター (275,588) ○ 浄水場施設等の建設改良等に要する経費
会　　　計 真田上下水道課 ・ 浄水施設耐震診断業務委託

・ 水質計器等更新　14基
・ ポンプ更新　3基
・ 流量計更新　4基
・ 水源監視装置等設置
・ 通信施設布設替
・ 計装建屋修繕、フェンス、場内整備
・ 緊急遮断弁詳細設計委託
・ ダム施設負担金　(菅平、内村)

防災倉庫建設事業 上水道課 (35,000) ○ 緊急資材倉庫の整備に要する経費(全体A=3,089㎡)
・ 建築設計委託､造成工事請負費

新上水道ビジョン策定業務 上水道課 (37,692) ○ 次期平成31年度から平成40年度までの新上水道ビジョンの策定

水道事業会計　合計額 4,975,578
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （企 業 会 計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

公 共 下 自然・生活環境 安心・安全 【収益的支出】 5,422,889 合計
水道事業 管渠施設維持管理事業 下水道課 (171,075) ○ 管渠、マンホールポンプ等の維持管理経費
会　　　計 丸子・武石上下水道課 ・ マンホールポンプ電気料

真田上下水道課 ・ マンホールポンプ、管渠修繕   
・ マンホールポンプ運転維持管理委託等

処理施設維持管理事業 下水道課 (818,070) ○ 処理場の維持管理経費
・ 処理場電気料
・ 処理場施設修繕
・ 汚泥収集運搬処分手数料
・ 処理場運転維持管理委託等

【資本的支出】 4,214,698 合計
長寿命化事業 下水道課 (301,000) ○

[公共下水道]
・ 上塩尻中継ポンプ場（揚水・受変電設備更新工事委託）
・ 下塩尻中継ポンプ場（水処理・受変電設備更新工事委託）
・ 管更生工事　L=100ｍ（秋和踏入線）
・ ストックマネジメント計画策定業務委託

（計画期間：平成31年度から平成35年度まで）
[特定環境保全公共下水道]
・ 西内浄化センター（水処理・受変電設備更新工事委託）
・ 神川東中継ポンプ場（受変電・監視制御設備更新工事委託）

地震対策事業 下水道課 (160,000) ○ 総合地震対策計画に基づき耐震化を実施する。
[公共下水道]
耐震工事実施設計
・ 上田終末処理場（沈殿池棟、焼却炉棟）
・ 南部終末処理場（管理棟、沈砂池ポンプ棟、水処理設備棟）
・ 丸子浄化センター（汚泥棟、ＯＤ槽）
耐震化工事
・ 上塩尻中継ポンプ場
・ 下塩尻中継ポンプ場
[特定環境保全公共下水道]
耐震工事実施設計
・ 別所温泉終末処理場（管理棟、機械棟）

下水道長寿命化計画に基づき、予防保全的な管理を行い、計画的な
改築を実施する。
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （企 業 会 計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

公 共 下 自然・生活環境 安心・安全 管路等更新事業 下水道課 (20,000) ○ 管渠調査結果に基づき管路の更新等を実施する。
水道事業 [公共下水道]
会　　　計 ・ マンホール更生工事

管路整備事業 下水道課 (254,665) ○ 管渠の整備、設計等に要する経費
丸子・武石上下水道課 [公共下水道]
真田上下水道課 ・ 管渠工事　L=620ｍ（鷹匠町、御所）

・ 取付管工事
・ 未整備箇所管路整備
[特定環境保全公共下水道]
・ 取付管工事
・ 未整備箇所管路整備

下水道課 (53,000) ○
丸子・武石上下水道課

[公共下水道]
・ 管渠測量設計（和子、荻窪処理区）
・ 下水道認可変更、新事業計画策定業務委託

下水道課 (80,000) ○ 南部終末処理場の臭気対策、緑化整備を実施する。
[公共下水道]
・ 臭気対策（脱臭装置設置等）
・ 緑化整備

新下水道ビジョン策定業務 下水道課 (17,496) ○ 次期平成31年度から平成40年度までの新下水道ビジョンの策定

農業集落排水施設の公共下水道への統合に向けた認可変更、管渠
整備等の実施

南部終末処理場周辺環境対策
事業

公共下水道事業会計　合計額 9,637,587

農業集落排水の公共下水道へ
の統合事業
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平 成 ３０ 年 度　当 初 予 算 に お け る 主 な 施 策 （企 業 会 計 ）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会　計
総合計画
施策体系

予算編成方針
重点分野

担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

農業集落 自然・生活環境 安心・安全 【収益的支出】 1,417,899 合計
排水事業 管渠施設維持管理事業 下水道課 (71,713) ○ 管渠、マンホールポンプ等の維持管理経費
会　　　計 丸子・武石上下水道課 ・ マンホールポンプ電気料

真田上下水道課 ・ 管渠、マンホールポンプ修繕
・ マンホールポンプ運転維持管理委託等

処理施設維持管理事業 下水道課 (320,780) ○ 処理場の維持管理経費
丸子・武石上下水道課 ・ 処理場電気料
真田上下水道課 ・ 処理場施設修繕

・ 汚泥引抜処分手数料
・ 処理場運転維持管理委託等

【資本的支出】 917,235 合計
下水道課 (95,170) ○

・ 機能診断調査
室賀、本原処理場

・ 最適化整備構想策定
古安曽、富士山、八木沢、上洗馬、室賀、本原処理場

・ 費用対効果算定業務
岡、本原南、本入処理場

・ 機能強化
岡処理場

取付管新設事業 下水道課 15,000 ○ 住宅等の新築に伴う取付管の新設

※　合計欄は当初予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない場合がある。

農業集落排水処理施設機能強
化事業

供用開始後20年以上経過し老朽化が進んでいる施設の修繕、更新等
を実施する。

農業集落排水事業会計　合計額 2,335,134
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